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○特定調達契約に係る一般競争入札の公告 

さいたま市公告（調達）第３０号 

次のとおり特定調達契約に係る一般競争入札に付します。 

平成３１年２月１５日 

さいたま市長 清 水 勇 人 

１ 競争入札に付する事項 

⑴ 件名及び数量 

 さいたま市大宮聖苑で使用するガス ４０５，４０８㎥ 

⑵ 需要場所 

 仕様書のとおり 

⑶ 業務概要 

 入札説明書及び仕様書のとおり 

 ⑷ 需給期間  

平成３１年７月１日から平成３２年６月３０日まで 

２ 競争入札参加資格に関する事項 

本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。 

⑴ 平成３０年度さいたま市の特定調達契約に係る物品納入等の競争入札の参加資格に関する審査

を受け、物品納入等種目分類表「燃料・油脂・燃焼器具」内の営業種目の資格を有すると認めら

れた者であること。なお、平成２９・３０年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（物品納入等）

（以下「名簿」という。）に同営業種目で登載されている者については、この審査を受けたものと

みなす。名簿に登載のない者（当該営業種目について登載がない者を含む。）は、さいたま市財政

局契約管理部契約課に所定の様式により、平成３１年３月１日（金）までに資格審査の申請を行
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うこと。 

⑵ 次のいずれにも該当しない者であること。 

ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第３２条第１項各号に掲げる者 

イ 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第２項の規定により、さいた

ま市の一般競争入札に参加させないこととされた者 

⑶ 本入札の公告日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要

綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から

の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け

ている期間がない者であること。 

⑷ ガス事業法（昭和２９年法律第５１号）第２条第３項に規定するガス小売事業者として登録を

受けた者であること。 

⑸ １⑵の需要場所に要する予定年間ガス使用量の供給が十分に可能な者であること。 

３ 入札説明書の交付 

本入札に参加を希望する者に対し、入札説明書を交付するものとする。 

⑴ 交付場所 

ア さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市財政局契約管理部調達課 

担当 物品契約係 電話 ０４８（８２９）１１８１ 

イ さいたま市ホームページからダウンロード 

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/006/002/p009372.html

⑵ 交付期間 

公告の日から平成３１年３月８日（金）まで（３⑴アにおいては、さいたま市の休日を定める

条例（平成１３年さいたま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日（以下「休日」という。）

を除く午前９時から午後４時まで） 

⑶ 交付費用 

無償 

４ 競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出 

本入札に参加を希望する者は、入札参加申込及び入札参加資格の確認審査（以下「確認審査」と

いう。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であっても、入札期日において確

認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。 

⑴ 提出書類 

ア 競争入札参加申込兼資格確認申請書 

イ 入札説明書に定める書類 

⑵ 受付期間 

  ３⑵に同じ 

⑶ 受付場所 

３⑴アに同じ 

⑷ 提出方法 
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持参 

５ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付 

確認審査終了後、競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。 

⑴ 交付場所 

３⑴アに同じ 

⑵ 交付日時 

平成３１年３月２５日（月）及び平成３１年３月２６日（火）午前９時から午後４時まで。な

お、交付日時までに競争入札参加資格確認結果通知書の交付を受けなかった者については、入札

を辞退したものとみなす。 

⑶ その他 

郵送希望者については、４の書類提出時において返信用封筒に９２円切手を貼付し、申し出た

場合のみ受け付けるものとする。 

６ 入札手続等 

⑴ 入札方法 

総価で行う。なお、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分の

８に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り

捨てるものとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税

事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった金額の１０８分の１００に相当する金

額を入札書に記載すること。 

⑵ 郵送による場合の入札書の受領期限及び送付先 

ア 受領期限 

平成３１年４月４日（木）書留郵便（簡易書留郵便を含む。）により提出すること。 

イ 送付先 

  〒３３０－９５８８ さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市財政局契約管理部調達

課 

⑶ 入札の日時及び場所 

ア 日時 

平成３１年４月８日（月）午後２時００分 

イ 場所 

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市役所西会議棟１階第１入札室 

⑷ 入札保証金 

見積もった金額の１００分の５以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則（平成１３

年さいたま市規則第６６号）第９条の規定に該当する場合は、免除とする。 

⑸ 開札の日時及び場所 

ア 日時 

平成３１年４月８日（月）入札終了後、直ちに行う。 

イ 場所 

６⑶イに同じ 

⑹ 落札者の決定方法 
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さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の範

囲内で最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。 

⑺ 入札の無効 

さいたま市特定調達契約に係る競争入札参加者心得（平成１５年さいたま市制定）第１５条に

該当する入札は無効とする。 

⑻ 入札事務を担当する課 

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市財政局契約管理部調達課 

電話 ０４８（８２９）１１８１ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９８６ 

⑼ 業務を担当する課 

さいたま市見沼区染谷２－３５０－１ さいたま市保健福祉局保健部大宮聖苑管理事務所 

電話 ０４８（６８２）２８００ ＦＡＸ ０４８（６８２）２８０２ 

７ 契約手続等 

⑴ 契約保証金 

落札価格の１００分の１０以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則第３０条の規定

に該当する場合は、免除とする。 

⑵ 契約書作成の要否 

要 

⑶ 議決の要否 

   否 

８ その他 

⑴ この特定調達契約において使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨に限る。 

⑵ 名簿に登載のない者でこの入札に参加しようとする者の資格審査申請書等の交付及び申請場所

ア 名簿に登載のない者の資格審査申請書等の交付

ホームページからダウンロードできる。また、さいたま市財政局契約管理部契約課において

無償で交付する。

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/010/005/p015031.html

イ 申請場所

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市財政局契約管理部契約課

電話 ０４８（８２９）１１７９ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９８６

ウ 受付時間

休日を除く午前８時３０分から午後５時１５分まで 

⑶ 契約条項等は、さいたま市財政局契約管理部調達課及びホームページにおいて閲覧できる。 

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html

⑷ 詳細は、入札説明書による。 

９ Summary 

⑴ Contract for tender:

 Supply of city gas to Omiya Seien－405,408 cubic meters 

⑵ Date and time of tender:  

 April 8，2019, 2:00 p.m.
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⑶ Contact point for the notice:  

Procurement Division, Contract Management Department, Finance Bureau, Saitama City  

6-4-4, Tokiwa, Urawa Ward, Saitama City, Saitama Prefecture 330-9588, Japan  

Tel: 048-829-1181

○特定調達契約の落札者等の公示 

さいたま市公示第３号

次のとおり落札者等について公示します。 

平成３１年２月１５日 

さいたま市長 清 水 勇 人 

「掲載事項」 

①案件番号 ②物品等又は特定役務の名称及び数量 ③契約に関する事務を担当する組織の名称及び

所在地 ④落札者又は随意契約の相手方を決定した日 ⑤落札者又は随意契約の相手方の氏名及び住

所（法人の場合はその名称及び所在地） ⑥落札金額又は随意契約に係る契約金額 ⑦契約の相手方

を決定した手続 ⑧公告又は公示をした日 ⑨随意契約によることとした理由 

①３－１ ②さいたま市住民基本台帳ネットワークシステムソフトウェア等賃貸借（平成３１年度更

新分） 一式 ③さいたま市市民局情報政策部情報システム課 さいたま市浦和区常盤６－４－４ 

④平成３０年１２月２８日 ⑤株式会社ＪＥＣＣ本社 専務取締役 依田茂 東京都千代田区丸の内

３－４－１ ⑥１，５１５，３４８円（月額） ⑦一般競争入札 ⑧平成３０年１１月１５日さいた

ま市公告（調達）第６６号 

①３－２ ②さいたま市住民基本台帳ネットワークシステム機器等賃貸借（平成３１年度更新分） 

一式 ③さいたま市市民局情報政策部情報システム課 さいたま市浦和区常盤６－４－４ ④平成３

０年１２月２８日 ⑤株式会社ＪＥＣＣ本社 専務取締役 依田茂 東京都千代田区丸の内３－４－

１ ⑥７６２，１５６円（月額） ⑦一般競争入札 ⑧平成３０年１１月１５日さいたま市公告（調

達）第６７号

①３－３ ②さいたま市介護保険システムソフトウェア等賃貸借 一式 ③さいたま市保健福祉局長

寿応援部介護保険課 さいたま市浦和区常盤６－４－４ ④平成３１年１月８日 ⑤株式会社ＪＥＣ

Ｃ本社 専務取締役 依田茂 東京都千代田区丸の内３－４－１ ⑥３，８１１，０６０円（月額） 

⑦一般競争入札 ⑧平成３０年１１月１５日さいたま市公告（調達）第６８号 

○一般競争入札の告示 

さいたま市告示第２４８号

同報系防災行政無線設備保守点検業務について、次のとおり一般競争入札を行うので、地方自治法

施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「施行令」という。）第１６７条の６の規定に基づき公告する。
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平成３１年２月８日

さいたま市長 清 水 勇 人

１ 競争入札に付する事項

⑴ 件名

   同報系防災行政無線設備保守点検業務

⑵ 履行場所

  さいたま市大宮区天沼町１―８９３外

⑶ 業務概要

 同報系防災行政無線設備の正常な機能の維持を図るため精密点検及び通常点検を実施するとと

もに、故障等異常が発生した場合の迅速な対応及び処置を行う。

⑷ 履行期間

  平成３１年４月１日から平成３２年３月３１日まで

２ 競争入札参加資格に関する事項

  本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。

 ⑴ 本入札の告示日において、平成２９・３０年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（業務委託）

に業務「保守点検」の受注希望業務「通信設備保守点検」で登載され、引き続き同業務で、平成

３１・３２年度さいたま市競争入札参加資格審査の申請をしている者であること。

 ⑵ 次のいずれにも該当しない者であること。

  ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第３２条第１項各号に掲げる者

 イ 施行令第１６７条の４第２項の規定により、さいたま市の一般競争入札に参加させないこと

とされた者

 ⑶ 本入札の告示日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要

綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から

の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け

ている期間がない者であること。

⑷ 過去２年間で、国又は地方公共団体と当該業務に係る契約を締結し、かつ履行した実績を有す

る者であること。

３ 入札説明書等の交付

  本入札に参加を希望する者に対し、入札説明書等を交付するものとする。

 ⑴ 交付場所

   さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市総務局危機管理部防災課

   担当 防災対策係 電話 ０４８（８２９）１１２７

 ⑵ 交付期間

   本入札の告示日から平成３１年２月２２日（金）まで（さいたま市の休日を定める条例（平成

１３年さいたま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日を除く午前９時から午後５時まで）

 ⑶ 交付費用 

   無償
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４ 業務委託仕様書の貸出

業務委託仕様書の貸出方法は、業務委託仕様書貸出申請書に必要事項を記載の上、次により貸出

するものとする。

⑴ 貸出場所

３⑴に同じ

⑵ 受付期間

３⑵に同じ

５ 競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出

  本入札に参加を希望する者は、入札参加申込及び入札参加資格の確認審査（以下「確認審査」と

いう。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であっても、入札期日において確

認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。

⑴ 提出書類

  ア 競争入札参加申込兼資格確認申請書

  イ 入札説明書に定める書類

 ⑵ 受付期間

   ３⑵に同じ

⑶ 受付場所

   ３⑴に同じ

⑷ 提出方法

   持参

６ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付

  確認審査終了後、競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。

⑴ 交付場所

  ３⑴に同じ

⑵ 交付日時

   平成３１年２月２６日（火）午前８時３０分から午後５時１５分まで

 ⑶ その他

   郵送希望者については、４の書類提出時において返信用封筒に９２円切手を貼付し、申し出た

場合のみ受け付けるものとする。

７ 入札手続等

 ⑴ 入札方法

   総価で行う。入札の際は、入札書及び積算内訳書を同封し提出すること。なお、落札決定に当

たっては、入札書等に記載された金額のうち、平成３１年１０月１日の前日までに行う課税資産

の譲渡等（消費税法（昭和６３年法律第１０８号）第２条第１項第９号に規定する課税資産の譲

渡等をいう。以下同じ。）に係るものとして見積もった金額に当該金額の１００分の８に相当する

額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てた金額）

と、平成３１年１０月１日以後に行う課税資産の譲渡等に係るものとして見積もった金額に当該

金額の１００分の１０に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、

その端数金額を切り捨てた金額）を合算した金額をもって落札価格とするので、入札者は、消費
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税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった金額のう

ち、平成３１年１０月１日の前日までに行う課税資産の譲渡等に係るものとして見積もった金額

の１０８分の１００に相当する金額に、平成３１年１０月１日以後に行う課税資産の譲渡等に係

るものとして見積もった金額の１１０分の１００に相当する金額を加算した金額を入札書等に記

載すること。

 ⑵ 入札参加資格者の確認

ア 入札参加資格がある旨の競争入札参加資格確認結果通知書を持参すること。

イ 入札参加資格がある旨の通知を受けた者であっても、入札時点において参加資格がない者は、

入札に参加できない。

 ⑶ 入札の日時及び場所

ア 日時

平成３１年３月１日（金）午後１時３０分

イ 場所

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市役所消防庁舎３階関係課会議室

 ⑷ 入札保証金

   見積もった金額の１００分の５以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則（平成１３

年さいたま市規則第６６号）第９条の規定に該当する場合は、免除とする。

 ⑸ 開札の日時及び場所

  ア 日時

平成３１年３月１日（金）入札終了後、直ちに行う。

  イ 場所

    ７⑶イに同じ

 ⑹ 最低制限価格

   設定する。なお、最低制限価格を下回る入札をした者は、再度入札に参加できない。

⑺ 落札者の決定方法

さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の範

囲内で、同条第４項及び第５項に基づいて作成された最低制限価格以上の価格をもって入札を行

った者のうち、最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。なお、落札となるべ

き同価の入札をした者が２者以上あるときは、直ちに、当該入札者にくじを引かせて落札者を決

定する。

 ⑻ 入札の無効

   さいたま市契約規則第１３条に該当する入札は無効とする。

⑼ 入札事務を担当する課  

  さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市総務局危機管理部危機管理課 

  電話 ０４８（８２９）１１２５ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９３６

⑽ 業務を担当する課

  さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市総務局危機管理部防災課 

  電話 ０４８（８２９）１１２７ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９７８

８ 契約手続等
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⑴ 契約保証金

  契約金額の１００分の１０以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則第３０条の規定

に該当する場合は、免除とする。

⑵ 契約書作成の要否

  要

⑶ 議決の要否

  否

９ その他

 ⑴ 提出された書類等は、返却しない。

 ⑵ 入札参加者は、入札後、本告示、仕様書、現場等についての不明を理由として、異議を申し立

てることはできない。

 ⑶ 契約条項等は、さいたま市総務局危機管理部防災課及びホームページにおいて閲覧できる。

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html 

 ⑷ 詳細は、入札説明書による。

さいたま市告示第２８３号

さいたま市『ふるさと応援』寄附金事務の代行業務について、次のとおり一般競争入札を行うので、

地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「施行令」という。）第１６７条の６の規定に基づ

き公告する。

平成３１年２月１３日

さいたま市長 清 水 勇 人

１ 競争入札に付する事項 

⑴ 件名 

さいたま市『ふるさと応援』寄附金事務の代行業務 

⑵ 履行場所 

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市役所外 

⑶ 業務概要 

さいたま市『ふるさと応援』寄附に関する事務の支援（詳細は業務仕様書による。） 

⑷ 履行期間 

平成３１年４月１日から平成３２年３月３１日まで 

２ 競争入札参加資格に関する事項

本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。

⑴ 告示日において、平成２９・３０年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（業務委託）（以下「名

簿」という。）に業務「その他」で登載され、引き続き同業務で平成３１・３２年度さいたま市競

争入札参加資格審査の申請をしている者であること。 

⑵ 次のいずれにも該当しない者であること。 

ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第３２条第１項各号に掲げる者 
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イ 施行令第１６７条の４第２項の規定により、さいたま市の一般競争入札に参加させないこと

とされた者 

⑶ 本入札の告示日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要

綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から

の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け

ている期間がない者であること。 

⑷ 平成２７年度以降、地方公共団体と同等の業務の契約実績が２回以上あり、これを全て誠実に

履行している者であること。 

３ 入札説明書の交付 

本入札に参加を希望する者に対し、入札説明書を交付するものとする。 

⑴ 交付場所 

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市財政局財政部財政課 

担当 石崎、黒川、星加 電話 ０４８（８２９）１１５５ 

⑵ 交付期間 

告示の日から平成３１年２月２８日（木）（さいたま市の休日を定める条例（平成１３年さいた

ま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日（以下「休日」という。）を除く午前９時から午後

４時まで。ただし、交付最終日は午前１０時までとする。） 

⑶ 交付費用 

無償 

⑷ 交付方法 

ＣＤ－ＲＯＭ

４ 競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出 

本入札に参加を希望する者は、入札参加申込及び入札参加資格の確認審査（以下「確認審査」と

いう。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であっても、入札期日において確

認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。

⑴ 提出書類

ア 競争入札参加申込兼資格確認申請書

イ 入札説明書に定める書類

⑵ 受付期間

告示の日から平成３１年３月４日（月）まで（持参の場合、休日を除く午前９時から午後４時

まで）

⑶ 受付場所

〒３３０－９５８８ さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市財政局財政部財政課

⑷ 提出方法

原則、持参。なお、郵送による場合は、書留郵便（簡易書留郵便を含む。）により提出期間必着

とする。 

５ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付

確認審査終了後、競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。

⑴ 交付場所
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３⑴に同じ

⑵ 交付日時

平成３１年３月７日（木）午前９時から午後４時まで

⑶ その他

郵送希望者については、４の書類提出時において返信用封筒に８２円切手を貼付し、申し出た

場合のみ受け付けるものとする。

６ 入札手続等

⑴ 入札方法

総価で行う。なお、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額のうち、４月から９月の

履行に関する経費については当該金額の１００分の８に相当する額を加算した金額を、１０月か

ら３月の履行に関する経費については当該金額の１００分の１０に相当する額を加算した金額

（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるものとする。）をもって落

札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であ

るかを問わず、見積もった金額の１０８分の１００又は１１０分の１００に相当する金額を入札

書に記載すること。

⑵ 入札見積内訳書の提出

入札に当たっては、入札書と別封の封筒に入れ入札書と同時に提出すること。詳細は入札説明

書による。

⑶ 入札の日時及び場所

ア 日時

平成３１年３月１３日（水）午後１時１５分

イ 場所

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市役所西会議棟１階第２入札室

⑷ 入札保証金

見積もった金額の１００分の５以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則（平成１３

年さいたま市規則第６６号）第９条の規定に該当する場合は、免除とする。

⑸ 開札の日時及び場所

ア 日時

平成３１年３月１３日（水）入札終了後、直ちに行う。

イ 場所

６⑶イに同じ

⑹ 落札者の決定方法

さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の範

囲内で最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。

⑺ 入札の無効

さいたま市契約規則第１３条に該当する入札は無効とする。 

⑻ 入札事務を担当する課

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市財政局財政部財政課

電話 ０４８（８２９）１１５５ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９７４
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７ 契約手続等

⑴ 契約保証金

契約金額の１００分の１０以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則第３０条の規定

に該当する場合は、免除とする。

⑵ 契約書作成の要否

要

⑶ 議決の要否

否

８ その他

⑴ この調達契約において使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨に限る。

⑵ 契約条項等は、さいたま市財政局財政部財政課及びホームページにおいて閲覧できる。

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html 

⑶ 詳細は、入札説明書による。

さいたま市告示第２７１号 

レーザープリンター用トナーカートリッジ（ＩＰＳⅰＯ ＳＰトナーカートリッジ６１００Ｈ Ｒ

Ｅ）（単価契約）について、次のとおり一般競争入札を行うので、地方自治法施行令（昭和２２年政令

第１６号。以下「施行令」という。）第１６７条の６の規定に基づき公告する。 

平成３１年２月１３日 

さいたま市長 清 水 勇 人 

１ 競争入札に付する事項 

⑴ 件名 

 レーザープリンター用トナーカートリッジ（ＩＰＳⅰＯ ＳＰトナーカートリッジ６１００Ｈ 

ＲＥ）（単価契約） 

⑵ 納入場所 

さいたま市内各課所 

⑶ 数量・特質等 

ア 予定数量 ７７０本 

イ 特質等 仕様書による。 

⑷ 契約期間 

平成３１年４月１日から平成３２年２月２９日まで 

２ 競争入札参加資格に関する事項 

本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。 

⑴ 本入札の告示日において、平成２９・３０年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（物品納入

等）（以下「名簿」という。）の物品納入等種目分類表「事務用品・什器」内の営業種目で登載さ

れ、市内に本店又は本市との契約権限を有する支店若しくは営業所を有し、かつ、引き続き同営

業種目で平成３１・３２年度さいたま市競争入札参加資格審査の申請をしている者であること。 

⑵ 次のいずれにも該当しない者であること。 

ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受
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けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第３２条第１項各号に掲げる者 

イ 施行令第１６７条の４第２項の規定により、さいたま市の一般競争入札に参加させないこと

とされた者 

⑶ 本入札の告示日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要

綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から

の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け

ている期間がない者であること。 

３ 入札説明書の交付 

本入札に参加を希望する者で、２の要件を満たす者に対し、入札説明書を交付するものとする。 

⑴ 交付場所 

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市財政局契約管理部調達課 

担当 物品契約係 電話 ０４８（８２９）１１８１ 

⑵ 交付期間 

告示の日から平成３１年２月２７日（水）まで（さいたま市の休日を定める条例（平成１３年

さいたま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日を除く午前９時から午後４時まで） 

⑶ 交付費用 

無償 

４ 競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出 

本入札に参加を希望する者は、入札参加申込及び入札参加資格の確認審査（以下「確認審査」と

いう。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であっても、入札期日において確

認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。 

⑴ 提出書類 

ア 競争入札参加申込兼資格確認申請書 

イ 入札説明書に定める書類 

⑵ 受付期間 

３⑵に同じ 

⑶ 受付場所 

３⑴に同じ 

⑷ 提出方法 

持参 

５ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付 

確認審査終了後、競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。 

⑴ 交付場所 

３⑴に同じ 

⑵ 交付日時 

平成３１年３月６日（水）及び平成３１年３月７日（木）午前９時から午後４時まで。なお、

交付日時までに競争入札参加資格確認結果通知書の交付を受けなかった者については、入札を辞

退したものとみなす。 
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６ 競争入札参加資格の喪失 

本入札の参加資格を有する者が、次のいずれかに該当するときは、本入札に参加することができ

ない。 

⑴ 本告示に定める資格要件を満たさなくなったとき。 

⑵ 競争入札参加申込兼資格確認申請書及び提出書類について、虚偽の記載をしたとき。 

７ 入札手続等 

⑴ 入札方法 

ア 初度入札に限り、郵送（一般書留又は簡易書留）による提出とする。 

イ 単価で行う。入札金額は、１本当たりの金額を入札書に記入すること。なお、落札決定に当

たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分の８に相当する額を加算した金額を

もって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税

事業者であるかを問わず、見積もった金額の１０８分の１００に相当する金額を入札書に記載

すること。 

⑵ 入札書の受領期限及び送付先 

ア 受領期限 

平成３１年３月１３日（水） 

イ 送付先 

〒３３０－９５８８ さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市財政局契約管理部調達

課 

⑶ 入札保証金 

見積もった金額（単価）に予定数量を乗じた額の１００分の５以上を納付すること。ただし、

さいたま市契約規則（平成１３年さいたま市規則第６６号）第９条の規定に該当する場合は、免

除とする。 

⑷ 開札の日時及び場所 

ア 日時 

平成３１年３月１５日（金）午後２時０５分 

イ 場所 

さいたま市北区宮原町１－８５２－１ さいたま市北区役所３階Ｈ会議室 

⑸ 落札者の決定方法 

さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の範

囲内で最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。 

⑹ 入札の無効 

さいたま市契約規則第１３条及びさいたま市郵便入札執行要領第８条の規定に該当する入札は

無効とする。 

⑺ 入札事務を担当する課 

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市財政局契約管理部調達課 

電話 ０４８（８２９）１１８１ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９８６ 

⑻ 業務を担当する課 

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市市民局情報政策部情報システム運用管理室 
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   電話 ０４８（８２９）１１０４ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９６９ 

８ 契約手続等 

⑴ 契約保証金 

契約金額（単価）に予定数量を乗じた額の１００分の１０以上を納付すること。ただし、さい

たま市契約規則第３０条の規定に該当する場合は、免除とする。 

⑵ 契約書作成の要否 

要 

⑶ 議決の要否 

否 

９ 特記事項 

本契約は、平成３１年度歳入歳出予算が平成３１年３月３１日までにさいたま市議会で可決され

た場合において平成３１年４月１日に確定させる。 

１０ その他 

⑴ 契約条項等は、さいたま市財政局契約管理部調達課及びホームページにおいて閲覧できる。 

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html

⑵ 詳細は、入札説明書による。 

さいたま市告示第２７２号 

カラーレーザー複合機用トナーカートリッジ（ｉｍａｇｉｏＭＰトナーキットシアンＣ１８０３、

ｉｍａｇｉｏＭＰトナーキットマゼンタＣ１８０３、ｉｍａｇｉｏＭＰトナーキットイエローＣ１８

０３）（単価契約）外１件について、次のとおり一般競争入札を行うので、地方自治法施行令（昭和２

２年政令第１６号。以下「施行令」という。）第１６７条の６の規定に基づき公告する。 

平成３１年２月１３日 

さいたま市長 清 水 勇 人 

１ 競争入札に付する事項 

⑴ 件名 

ア カラーレーザー複合機用トナーカートリッジ（ｉｍａｇｉｏＭＰトナーキットシアンＣ１８

０３、ｉｍａｇｉｏＭＰトナーキットマゼンタＣ１８０３、ｉｍａｇｉｏＭＰトナーキットイ

エローＣ１８０３）（単価契約） 

イ カラーレーザー複合機用トナーカートリッジ（ｉｍａｇｉｏＭＰトナーキットブラックＣ１

８０３）（単価契約） 

⑵ 納入場所 

さいたま市内各課所 

⑶ 予定数量 

ア １⑴アの物品 ３，０００本 

イ １⑴イの物品 １，０００本 

⑷ 特質等 

仕様書による。 

⑸ 契約期間 
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平成３１年４月１日から平成３２年３月３１日まで 

２ 競争入札参加資格に関する事項 

本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。 

⑴ 本入札の告示日において、平成２９・３０年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（物品納入

等）（以下「名簿」という。）の物品納入等種目分類表「事務用品・什器」内の営業種目で登載さ

れ、市内に本店又は本市との契約権限を有する支店若しくは営業所を有し、かつ、引き続き同営

業種目で平成３１・３２年度さいたま市競争入札参加資格審査の申請をしている者であること。 

⑵ 次のいずれにも該当しない者であること。 

ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第３２条第１項各号に掲げる者 

イ 施行令第１６７条の４第２項の規定により、さいたま市の一般競争入札に参加させないこと

とされた者 

⑶ 本入札の告示日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要

綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から

の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け

ている期間がない者であること。 

３ 入札説明書の交付 

本入札に参加を希望する者で、２の要件を満たす者に対し、入札説明書を交付するものとする。 

⑴ 交付場所 

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市財政局契約管理部調達課 

担当 物品契約係 電話 ０４８（８２９）１１８１ 

⑵ 交付期間 

告示の日から平成３１年２月２７日（水）まで（さいたま市の休日を定める条例（平成１３年

さいたま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日を除く午前９時から午後４時まで） 

⑶ 交付費用 

無償 

４ 競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出 

本入札に参加を希望する者は、競争入札に付する購入物品ごとに入札参加申込及び入札参加資格

の確認審査（以下「確認審査」という。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者

であっても、入札期日において確認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。 

⑴ 提出書類 

ア 競争入札参加申込兼資格確認申請書 

イ 入札説明書に定める書類 

⑵ 受付期間 

３⑵に同じ 

⑶ 受付場所 

３⑴に同じ 

⑷ 提出方法 
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持参 

５ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付 

確認審査終了後、競争入札に付する購入物品ごとに競争入札参加資格確認結果通知書を交付する

ものとする。 

⑴ 交付場所 

３⑴に同じ 

⑵ 交付日時 

平成３１年３月６日（水）及び平成３１年３月７日（木）午前９時から午後４時まで。なお、

交付日時までに競争入札参加資格確認結果通知書の交付を受けなかった者については、入札を辞

退したものとみなす。 

６ 競争入札参加資格の喪失 

本入札の参加資格を有する者が、次のいずれかに該当するときは、本入札に参加することができ

ない。 

⑴ 本告示に定める資格要件を満たさなくなったとき。 

⑵ 競争入札参加申込兼資格確認申請書及び提出書類について、虚偽の記載をしたとき。 

７ 入札手続等 

⑴ 入札方法 

ア 初度入札に限り、郵送（一般書留又は簡易書留）による提出とする。 

イ 競争入札に付する購入物品ごとに単価で行う。入札金額は、１本当たりの金額を入札書に記

入すること。なお、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分の

８に相当する額を加算した金額をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費

税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった金額の１０８分の１０

０に相当する金額を入札書に記載すること。 

⑵ 入札書の受領期限及び送付先 

ア 受領期限 

平成３１年３月１３日（水） 

イ 送付先 

〒３３０－９５８８ さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市財政局契約管理部調達

課 

⑶ 入札保証金 

競争入札に付する購入物品ごとに見積もった金額（単価）に予定数量を乗じた額の１００分の

５以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則（平成１３年さいたま市規則第６６号）第

９条の規定に該当する場合は、免除とする。 

⑷ 開札の日時及び場所 

ア 日時 

(ｱ) １⑴アの物品 平成３１年３月１５日（金）午後２時１０分 

(ｲ) １⑴イの物品 平成３１年３月１５日（金）午後２時１５分 

イ 場所 

さいたま市北区宮原町１－８５２－１ さいたま市北区役所３階Ｈ会議室 
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⑸ 落札者の決定方法 

さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の範

囲内で最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。 

⑹ 入札の無効 

さいたま市契約規則第１３条及びさいたま市郵便入札執行要領第８条の規定に該当する入札は

無効とする。 

⑺ 入札事務を担当する課 

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市財政局契約管理部調達課 

電話 ０４８（８２９）１１８１ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９８６ 

⑻ 業務を担当する課 

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市市民局情報政策部情報システム運用管理室 

   電話 ０４８（８２９）１１０４ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９６９ 

８ 契約手続等 

⑴ 契約保証金 

落札者となった購入物品ごとに契約金額（単価）に予定数量を乗じた額の１００分の１０以上

を納付すること。ただし、さいたま市契約規則第３０条の規定に該当する場合は、免除とする。 

⑵ 契約書作成の要否 

要 

⑶ 議決の要否 

否 

９ 特記事項 

本契約は、平成３１年度歳入歳出予算が平成３１年３月３１日までにさいたま市議会で可決され

た場合において平成３１年４月１日に確定させる。 

１０ その他 

⑴ 契約条項等は、さいたま市財政局契約管理部調達課及びホームページにおいて閲覧できる。 

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html

⑵ 詳細は、入札説明書による。 

さいたま市告示第２７３号 

再生コピー用紙（Ａ３）（単価契約）について、次のとおり一般競争入札を行うので、地方自治法施

行令（昭和２２年政令第１６号。以下「施行令」という。）第１６７条の６の規定に基づき公告する。 

平成３１年２月１３日 

さいたま市長 清 水 勇 人 

１ 競争入札に付する事項 

⑴ 件名 

再生コピー用紙（Ａ３）（単価契約） 

⑵ 納入場所 

さいたま市内各課所、各市立学校及び市内保育園 

⑶ 数量・特質等 
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ア 予定数量 １０，５２９箱（１５，７９３，５００枚） 

  イ 特質等 仕様書による。 

⑷ 納入期間 

平成３１年４月１日から平成３２年３月３１日まで 

２ 競争入札参加資格に関する事項 

本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。 

⑴ 本入札の告示日において、平成２９・３０年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（物品納入

等）（以下「名簿」という。）の物品納入等種目分類表「事務用品・什器」内の営業種目で登載さ

れ、市内に本店又は本市との契約権限を有する支店若しくは営業所を有し、かつ、引き続き同営

業種目で平成３１・３２年度さいたま市競争入札参加資格審査の申請をしている者であること。 

⑵ 次のいずれにも該当しない者であること。 

ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第３２条第１項各号に掲げる者 

イ 施行令第１６７条の４第２項の規定により、さいたま市の一般競争入札に参加させないこと

とされた者 

⑶ 本入札の告示日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要

綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から

の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け

ている期間がない者であること。 

３ 入札説明書の交付 

本入札に参加を希望する者で、２の要件を満たす者に対し、入札説明書を交付するものとする。 

⑴ 交付場所 

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市財政局契約管理部調達課 

担当 物品契約係 電話 ０４８（８２９）１１８１ 

⑵ 交付期間 

告示の日から平成３１年２月２７日（水）まで（さいたま市の休日を定める条例（平成１３年

さいたま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日を除く午前９時から午後４時まで） 

⑶ 交付費用 

無償 

４ 競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出 

本入札に参加を希望する者は、入札参加申込及び入札参加資格の確認審査（以下「確認審査」と

いう。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であっても、入札期日において確

認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。 

⑴ 提出書類 

ア 競争入札参加申込兼資格確認申請書 

イ 入札説明書に定める書類 

⑵ 受付期間 

３⑵に同じ 
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⑶ 受付場所 

３⑴に同じ 

⑷ 提出方法 

持参 

５ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付 

確認審査終了後、競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。 

⑴ 交付場所 

３⑴に同じ 

⑵ 交付日時 

平成３１年３月６日（水）及び平成３１年３月７日（木）午前９時から午後４時まで。なお、

交付日時までに競争入札参加資格確認結果通知書の交付を受けなかった者については、入札を辞

退したものとみなす。 

６ 競争入札参加資格の喪失 

本入札の参加資格を有する者が、次のいずれかに該当するときは、本入札に参加することができ

ない。 

⑴ 本告示に定める資格要件を満たさなくなったとき。 

⑵ 競争入札参加申込兼資格確認申請書及び提出書類について、虚偽の記載をしたとき。 

７ 入札手続等 

⑴ 入札方法 

単価で行う。入札金額は、１箱当たりの金額を入札書に記載すること。なお、落札決定に当た

っては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分の８に相当する額を加算した金額をもっ

て落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者

であるかを問わず、見積もった金額の１０８分の１００に相当する金額を入札書に記載すること。 

⑵ 入札の日時及び場所 

ア 日時 

平成３１年３月１５日（金）午後２時４０分 

イ 場所 

さいたま市北区宮原町１－８５２－１ さいたま市北区役所３階Ｈ会議室 

⑶ 入札保証金 

見積もった金額（単価）に予定数量を乗じた額の１００分の５以上を納付すること。ただし、

さいたま市契約規則（平成１３年さいたま市規則第６６号）第９条の規定に該当する場合は、免

除とする。 

⑷ 開札の日時及び場所 

ア 日時 

平成３１年３月１５日（金）入札終了後、直ちに行う。 

イ 場所 

７⑵イに同じ 

⑸ 落札者の決定方法 

さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の範
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囲内で最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。 

⑹ 入札の無効 

さいたま市契約規則第１３条に該当する入札は無効とする。 

⑺ 入札事務を担当する課 

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市財政局契約管理部調達課 

電話 ０４８（８２９）１１８１ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９８６ 

⑻ 業務を担当する課 

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市総務局総務部総務課 

電話 ０４８（８２９）１０８５ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９８３ 

８ 契約手続等 

⑴ 契約保証金 

契約金額（単価）に予定数量を乗じた額の１００分の１０以上を納付すること。ただし、さい

たま市契約規則第３０条の規定に該当する場合は、免除とする。 

⑵ 契約書作成の要否 

要 

⑶ 議決の要否 

否 

９ 特記事項 

本契約は、平成３１年度歳入歳出予算が平成３１年３月３１日までにさいたま市議会で可決され

た場合において平成３１年４月１日に確定させる。 

１０ その他 

⑴ 契約条項等は、さいたま市財政局契約管理部調達課及びホームページにおいて閲覧できる。 

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html

⑵ 詳細は、入札説明書による。 

さいたま市告示第２７４号 

インクジェットプリンター用インクカートリッジ（シアンＬ ＩＣＣ９３Ｌ、マゼンタＬ ＩＣＭ

９３Ｌ、イエローＬ ＩＣＹ９３Ｌ）（単価契約）について、次のとおり一般競争入札を行うので、地

方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「施行令」という。）第１６７条の６の規定に基づき

公告する。 

平成３１年２月１３日 

さいたま市長 清 水 勇 人 

１ 競争入札に付する事項 

⑴ 件名 

インクジェットプリンター用インクカートリッジ（シアンＬ ＩＣＣ９３Ｌ、マゼンタＬ Ｉ

ＣＭ９３Ｌ、イエローＬ ＩＣＹ９３Ｌ）（単価契約） 

⑵ 納入場所 

さいたま市立小・中・特別支援学校 

⑶ 数量・特質等 
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ア 予定数量 ３，６３０本 

 イ 特質等 仕様書による。 

⑷ 契約期間 

平成３１年４月１日から平成３２年３月３１日まで 

２ 競争入札参加資格に関する事項 

本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。 

⑴ 本入札の告示日において、平成２９・３０年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（物品納入

等）（以下「名簿」という。）の物品納入等種目分類表「事務用品・什器」内の営業種目で登載さ

れ、市内に本店又は本市との契約権限を有する支店若しくは営業所を有し、かつ、引き続き同営

業種目で平成３１・３２年度さいたま市競争入札参加資格審査の申請をしている者であること。 

⑵ 次のいずれにも該当しない者であること。 

  ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第３２条第１項各号に掲げる者 

  イ 施行令第１６７条の４第２項の規定により、さいたま市の一般競争入札に参加させないこと

とされた者 

⑶ 本入札の告示日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要

綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から

の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け

ている期間がない者であること。 

３ 入札説明書の交付 

本入札に参加を希望する者で、２の要件を満たす者に対し、入札説明書を交付するものとする。 

⑴ 交付場所 

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市財政局契約管理部調達課 

担当 物品契約係 電話 ０４８（８２９）１１８１ 

⑵ 交付期間 

告示の日から平成３１年２月２７日（水）まで（さいたま市の休日を定める条例（平成１３年

さいたま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日を除く午前９時から午後４時まで） 

⑶ 交付費用 

無償 

４ 競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出 

本入札に参加を希望する者は、入札参加申込及び入札参加資格の確認審査（以下「確認審査」と

いう。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であっても、入札期日において確

認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。 

⑴ 提出書類 

ア 競争入札参加申込兼資格確認申請書 

イ 入札説明書に定める書類 

⑵ 受付期間 

  ３⑵に同じ 
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⑶ 受付場所 

３⑴に同じ 

⑷ 提出方法 

持参 

５ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付 

確認審査終了後、競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。 

⑴ 交付場所 

３⑴に同じ 

⑵ 交付日時 

平成３１年３月６日（水）及び平成３１年３月７日（木）午前９時から午後４時まで。なお、

交付日時までに競争入札参加資格確認結果通知書の交付を受けなかった者については、入札を辞

退したものとみなす。 

６ 競争入札参加資格の喪失 

本入札の参加資格を有する者が、次のいずれかに該当するときは、本入札に参加することができ

ない。 

⑴ 本告示に定める資格要件を満たさなくなったとき 

⑵ 競争入札参加申込兼資格確認申請書及び提出書類について、虚偽の記載をしたとき 

７ 入札手続等 

⑴ 入札方法 

単価で行う。入札金額は、１本当たりの金額を入札書に記載すること。なお、落札決定に当た

っては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分の８に相当する額を加算した金額をもっ

て落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者

であるかを問わず、見積もった金額の１０８分の１００に相当する金額を入札書に記載すること。 

⑵ 入札の日時及び場所 

ア 日時 

平成３１年３月１５日（金）午後３時１０分 

イ 場所 

さいたま市北区宮原町１－８５２－１ さいたま市北区役所３階Ｈ会議室 

⑶ 入札保証金 

見積もった金額（単価）に予定数量を乗じた額の１００分の５以上を納付すること。ただし、

さいたま市契約規則（平成１３年さいたま市規則第６６号）第９条の規定に該当する場合は、免

除とする。 

⑷ 開札の日時及び場所 

ア 日時 

平成３１年３月１５日（金）入札終了後、直ちに行う。 

イ 場所 

７⑵イに同じ 

⑸ 落札者の決定方法 

さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の範
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囲内で最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。 

⑹ 入札の無効 

さいたま市契約規則第１３条に該当する入札は無効とする。 

⑺ 入札事務を担当する課 

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市財政局契約管理部調達課 

電話 ０４８（８２９）１１８１ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９８６ 

⑻ 業務を担当する課 

さいたま市浦和区岸町６－１３－１５ さいたま市教育委員会事務局学校教育部教育研究所 

電話 ０４８（８３６）１７１３ ＦＡＸ ０４８（８３８）０８８８ 

８ 契約手続等 

⑴ 契約保証金 

契約金額（単価）に予定数量を乗じた額の１００分の１０以上を納付すること。ただし、さい

たま市契約規則第３０条の規定に該当する場合は、免除とする。 

⑵ 契約書作成の要否 

要 

⑶ 議決の要否 

否 

９ 特記事項 

 本契約は、平成３１年度歳入歳出予算が平成３１年３月３１日までにさいたま市議会で可決され

た場合において平成３１年４月１日に確定させる。 

１０ その他 

⑴ 契約条項等は、さいたま市財政局契約管理部調達課及びホームページにおいて閲覧できる。 

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html

⑵ 詳細は、入札説明書による。 

さいたま市告示第２７５号 

児童生徒用机（単価契約）外１件について、次のとおり一般競争入札を行うので、地方自治法施行

令（昭和２２年政令第１６号。以下「施行令」という。）第１６７条の６の規定に基づき公告する。 

平成３１年２月１３日 

さいたま市長 清 水 勇 人 

１ 競争入札に付する事項 

⑴ 件名 

ア 児童生徒用机（単価契約） 

イ 児童生徒用椅子（単価契約） 

⑵ 納入場所 

教育財務課及びさいたま市立各小・中・特別支援学校 

⑶ 予定数量 

ア １⑴アの物品 ２，９００台 

イ １⑴イの物品 ３，０８０脚 
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⑷ 特質等 

仕様書による。 

⑸ 契約期間 

平成３１年４月１日から平成３２年３月３１日まで 

２ 競争入札参加資格に関する事項 

本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。 

⑴ 本入札の告示日において、平成２９・３０年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（物品納入

等）（以下「名簿」という。）の物品納入等種目分類表「事務用品・什器」内の営業種目で登載さ

れ、本市内に本店を有し、かつ、引き続き同営業種目で平成３１・３２年度さいたま市競争入札

参加資格審査の申請をしている者であること。 

⑵ 次のいずれにも該当しない者であること。 

ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第３２条第１項各号に掲げる者 

イ 施行令第１６７条の４第２項の規定により、さいたま市の一般競争入札に参加させないこと

とされた者 

⑶ 本入札の告示日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要

綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から

の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け

ている期間がない者であること。 

３ 入札説明書の交付 

本入札に参加を希望する者で、２の要件を満たす者に対し、入札説明書を交付するものとする。 

⑴ 交付場所 

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市財政局契約管理部調達課 

担当 物品契約係 電話 ０４８（８２９）１１８１ 

⑵ 交付期間 

告示の日から平成３１年２月２７日（水）まで（さいたま市の休日を定める条例（平成１３年

さいたま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日を除く午前９時から午後４時まで） 

⑶ 交付費用 

無償 

４ 競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出 

本入札に参加を希望する者は、競争入札に付する購入物品ごとに入札参加申込及び入札参加資格

の確認審査（以下「確認審査」という。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者

であっても、入札期日において確認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。 

⑴ 提出書類 

ア 競争入札参加申込兼資格確認申請書 

イ 入札説明書に定める書類 

⑵ 受付期間 

３⑵に同じ 
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⑶ 受付場所 

３⑴に同じ 

⑷ 提出方法 

持参 

５ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付 

確認審査終了後、競争入札に付する購入物品ごとに競争入札参加資格確認結果通知書を交付する

ものとする。 

⑴ 交付場所 

３⑴に同じ 

⑵ 交付日時 

平成３１年３月６日（水）及び平成３１年３月７日（木）午前９時から午後４時まで。なお、

交付日時までに競争入札参加資格確認結果通知書の交付を受けなかった者については、入札を辞

退したものとみなす。 

６ 競争入札参加資格の喪失 

本入札の参加資格を有する者が、次のいずれかに該当するときは、本入札に参加することができ

ない。 

⑴ 本告示に定める資格要件を満たさなくなったとき。 

⑵ 競争入札参加申込兼資格確認申請書及び提出書類について、虚偽の記載をしたとき。 

７ 入札手続等 

⑴ 入札方法 

競争入札に付する購入物品ごとに単価で行う。入札金額は、１単位当たりの金額を入札書に記

入すること。なお、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分の８

に相当する額を加算した金額をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に

係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった金額の１０８分の１００に相

当する金額を入札書に記載すること。 

⑵ 入札の日時及び場所 

ア 日時 

(ｱ) １⑴アの物品 平成３１年３月１５日（金）午後３時３０分 

(ｲ) １⑴イの物品 平成３１年３月１５日（金）午後３時４０分 

イ 場所 

さいたま市北区宮原町１－８５２－１ さいたま市北区役所３階Ｈ会議室 

⑶ 入札保証金 

競争入札に付する購入物品ごとに見積もった金額（単価）に予定数量を乗じた額の１００分の

５以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則（平成１３年さいたま市規則第６６号）第

９条の規定に該当する場合は、免除とする。 

⑷ 開札の日時及び場所 

ア 日時 

平成３１年３月１５日（金）入札終了後、直ちに行う。 

イ 場所 
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７⑵イに同じ 

⑸ 落札者の決定方法 

さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の範

囲内で最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。 

⑹ 入札の無効 

さいたま市契約規則第１３条に該当する入札は無効とする。 

⑺ 入札事務を担当する課 

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市財政局契約管理部調達課 

電話 ０４８（８２９）１１８１ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９８６ 

⑻ 業務を担当する課 

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市教育委員会事務局管理部教育財務課 

   電話 ０４８（８２９）１６３５ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９８９ 

８ 契約手続等 

⑴ 契約保証金 

落札者となった購入物品ごとに契約金額（単価）に予定数量を乗じた額の１００分の１０以上

を納付すること。ただし、さいたま市契約規則第３０条の規定に該当する場合は、免除とする。 

⑵ 契約書作成の要否 

要 

⑶ 議決の要否 

否 

９ 特記事項 

本契約は、平成３１年度歳入歳出予算が平成３１年３月３１日までにさいたま市議会で可決され

た場合において平成３１年４月１日に確定させる。 

１０ その他 

⑴ 契約条項等は、さいたま市財政局契約管理部調達課及びホームページにおいて閲覧できる。 

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html

⑵ 詳細は、入札説明書による。 

さいたま市告示第２７６号 

片袖机（本体のみ）（単価契約）外１件について、次のとおり一般競争入札を行うので、地方自治法

施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「施行令」という。）第１６７条の６の規定に基づき公告する。 

平成３１年２月１３日 

さいたま市長 清 水 勇 人 

１ 競争入札に付する事項 

⑴ 件名 

ア 片袖机（本体のみ）（単価契約） 

イ 肘付椅子（単価契約） 

⑵ 納入場所 

仕様書による。 
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⑶ 予定数量 

ア １⑴アの物品 ３５０台 

イ １⑴イの物品 ４８０脚 

⑷ 特質等 

仕様書による。 

⑸ 契約期間 

平成３１年４月１日から平成３２年３月３１日まで 

２ 競争入札参加資格に関する事項 

本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。 

⑴ 本入札の告示日において、平成２９・３０年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（物品納入

等）（以下「名簿」という。）の物品納入等種目分類表「事務用品・什器」内の営業種目で登載さ

れ、本市内に本店を有し、かつ、引き続き同営業種目で平成３１・３２年度さいたま市競争入札

参加資格審査の申請をしている者であること。 

⑵ 次のいずれにも該当しない者であること。 

ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第３２条第１項各号に掲げる者 

イ 施行令第１６７条の４第２項の規定により、さいたま市の一般競争入札に参加させないこと

とされた者 

⑶ 本入札の告示日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要

綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から

の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け

ている期間がない者であること。 

３ 入札説明書の交付 

本入札に参加を希望する者で、２の要件を満たす者に対し、入札説明書を交付するものとする。 

⑴ 交付場所 

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市財政局契約管理部調達課 

担当 物品契約係 電話 ０４８（８２９）１１８１ 

⑵ 交付期間 

告示の日から平成３１年２月２７日（水）まで（さいたま市の休日を定める条例（平成１３年

さいたま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日を除く午前９時から午後４時まで） 

⑶ 交付費用 

無償 

４ 競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出 

本入札に参加を希望する者は、競争入札に付する購入物品ごとに入札参加申込及び入札参加資格

の確認審査（以下「確認審査」という。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者

であっても、入札期日において確認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。 

⑴ 提出書類 

ア 競争入札参加申込兼資格確認申請書 
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イ 入札説明書に定める書類 

⑵ 受付期間 

３⑵に同じ 

⑶ 受付場所 

３⑴に同じ 

⑷ 提出方法 

持参 

５ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付 

確認審査終了後、競争入札に付する購入物品ごとに競争入札参加資格確認結果通知書を交付する

ものとする。 

⑴ 交付場所 

３⑴に同じ 

⑵ 交付日時 

平成３１年３月６日（水）及び平成３１年３月７日（木）午前９時から午後４時まで。なお、

交付日時までに競争入札参加資格確認結果通知書の交付を受けなかった者については、入札を辞

退したものとみなす。 

６ 競争入札参加資格の喪失 

本入札の参加資格を有する者が、次のいずれかに該当するときは、本入札に参加することができ

ない。 

⑴ 本告示に定める資格要件を満たさなくなったとき。 

⑵ 競争入札参加申込兼資格確認申請書及び提出書類について、虚偽の記載をしたとき。 

７ 入札手続等 

⑴ 入札方法 

競争入札に付する購入物品ごとに単価で行う。入札金額は、１単位当たりの金額を入札書に記

入すること。なお、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分の８

に相当する額を加算した金額をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に

係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった金額の１０８分の１００に相

当する金額を入札書に記載すること。 

⑵ 入札の日時及び場所 

ア 日時 

(ｱ) １⑴アの物品 平成３１年３月１５日（金）午後３時５０分 

(ｲ) １⑴イの物品 平成３１年３月１５日（金）午後４時００分 

イ 場所 

さいたま市北区宮原町１－８５２－１ さいたま市北区役所３階Ｈ会議室 

⑶ 入札保証金 

競争入札に付する購入物品ごとに見積もった金額（単価）に予定数量を乗じた額の１００分の

５以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則（平成１３年さいたま市規則第６６号）第

９条の規定に該当する場合は、免除とする。 

⑷ 開札の日時及び場所 
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ア 日時 

平成３１年３月１５日（金）入札終了後、直ちに行う。 

イ 場所 

７⑵イに同じ 

⑸ 落札者の決定方法 

さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の範

囲内で最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。 

⑹ 入札の無効 

さいたま市契約規則第１３条に該当する入札は無効とする。 

⑺ 入札事務を担当する課 

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市財政局契約管理部調達課 

電話 ０４８（８２９）１１８１ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９８６ 

⑻ 業務を担当する課 

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市出納室出納課 

   電話 ０４８（８２９）１５９８ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９９３ 

８ 契約手続等 

⑴ 契約保証金 

落札者となった購入物品ごとに契約金額（単価）に予定数量を乗じた額の１００分の１０以上

を納付すること。ただし、さいたま市契約規則第３０条の規定に該当する場合は、免除とする。 

⑵ 契約書作成の要否 

要 

⑶ 議決の要否 

否 

９ 特記事項 

本契約は、平成３１年度歳入歳出予算が平成３１年３月３１日までにさいたま市議会で可決され

た場合において平成３１年４月１日に確定させる。 

１０ その他 

⑴ 契約条項等は、さいたま市財政局契約管理部調達課及びホームページにおいて閲覧できる。 

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html

⑵ 詳細は、入札説明書による。 

さいたま市告示第２７７号 

アンモニア水（単価契約）外２件について、次のとおり一般競争入札を行うので、地方自治法施行

令（昭和２２年政令第１６号。以下「施行令」という。）第１６７条の６の規定に基づき公告する。 

平成３１年２月１３日 

さいたま市長 清 水 勇 人 

１ 競争入札に付する事項 

⑴ 件名 

 ア アンモニア水（単価契約） 
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 イ 重金属固定化剤（単価契約） 

 ウ 苛性ソーダ（単価契約） 

⑵ 納入場所 

 ア １⑴ア及び１⑴イの物品 

   さいたま市緑区大字大崎３１７ さいたま市クリーンセンター大崎 

 イ １⑴ウの物品 

(ア) さいたま市西区大字宝来５２－１ さいたま市西部環境センター 

(イ) さいたま市見沼区大字膝子６２６－１ さいたま市東部環境センター 

(ウ) さいたま市緑区大字大崎３１７ さいたま市クリーンセンター大崎 

(エ) さいたま市見沼区大字上山口新田５０８－１ さいたま市大宮南部浄化センター 

(オ) さいたま市桜区新開４－１－１ さいたま市クリーンセンター西堀 

⑶ 予定数量 

ア １⑴アの物品 １６８，０００ｋｇ 

イ １⑴イの物品 ７８，０００ｋｇ 

ウ １⑴ウの物品 ３３５，０００ｋｇ 

  内訳 さいたま市西部環境センター ２５，０００ｋｇ 

     さいたま市東部環境センター ４０，０００ｋｇ 

     さいたま市クリーンセンター大崎 ５０，０００ｋｇ 

     さいたま市大宮南部浄化センター １４０，０００ｋｇ 

     さいたま市クリーンセンター西堀 ８０，０００ｋｇ 

⑷ 特質等 

  仕様書のとおり 

⑸ 納入期間 

平成３１年４月１日から平成３２年３月３１日まで 

２ 競争入札参加資格に関する事項 

本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。 

⑴ 本入札の告示日において、平成２９・３０年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（物品納入

等）（以下「名簿」という。）の物品納入等種目分類表「医療・衛生・福祉器材」内の営業種目で

登載され、本市内に本店を有し、かつ、引き続き同営業種目で平成３１・３２年度さいたま市競

争入札参加資格審査の申請をしている者であること。 

⑵ 次のいずれにも該当しない者であること。 

  ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第３２条第１項各号に掲げる者 

  イ 施行令第１６７条の４第２項の規定により、さいたま市の一般競争入札に参加させないこと

とされた者 

⑶ 本入札の告示日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要

綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から

の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け
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ている期間がない者であること。 

３ 入札説明書の交付 

本入札に参加を希望する者で、２の要件を満たす者に対し、入札説明書を交付するものとする。 

⑴ 交付場所 

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市財政局契約管理部調達課 

担当 物品契約係 電話 ０４８（８２９）１１８１ 

⑵ 交付期間 

告示の日から平成３１年２月２７日（水）まで（さいたま市の休日を定める条例（平成１３年

さいたま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日を除く午前９時から午後４時まで） 

⑶ 交付費用 

無償 

４ 競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出 

本入札に参加を希望する者は、競争入札に付する購入物品ごとに入札参加申込及び入札参加資格

の確認審査（以下「確認審査」という。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている

者であっても、入札期日において確認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。 

⑴ 提出書類 

ア 競争入札参加申込兼資格確認申請書 

イ 入札説明書に定める書類 

⑵ 受付期間 

  ３⑵に同じ 

⑶ 受付場所 

３⑴に同じ 

⑷ 提出方法 

持参 

５ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付 

確認審査終了後、競争入札に付する購入物品ごとに競争入札参加資格確認結果通知書を交付する

ものとする。 

⑴ 交付場所 

３⑴に同じ 

⑵ 交付日時 

平成３１年３月６日（水）及び平成３１年３月７日（木）午前９時から午後４時まで。なお、

交付日時までに競争入札参加資格確認結果通知書の交付を受けなかった者については、入札を辞

退したものとみなす。 

６ 競争入札参加資格の喪失 

本入札の参加資格を有する者が、次のいずれかに該当するときは、本入札に参加することができ

ない。 

⑴ 本告示に定める資格要件を満たさなくなったとき。 

⑵ 競争入札参加申込兼資格確認申請書及び提出書類について、虚偽の記載をしたとき。 

７ 入札手続等 
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⑴ 入札方法 

競争入札に付する購入物品ごとに単価で行う。入札金額は、購入物品１ｋｇ当たりの金額を入

札書に記載することとし、当該金額（単価）は、１円未満について、小数点以下第２位までとす

る。なお、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分の８に相当す

る額を加算した金額をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税

事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった金額の１０８分の１００に相当する金

額を入札書に記載すること。 

⑵ 入札の日時及び場所 

 ア 日時 

(ア) １⑴アの物品 平成３１年３月１８日（月）午前１１時００分 

(イ) １⑴イの物品 平成３１年３月１８日（月）午前１１時１５分 

(ウ) １⑴ウの物品 平成３１年３月１８日（月）午前１１時３０分 

イ 場所 

さいたま市北区宮原町１－８５２－１ さいたま市北区役所２階Ｂ－３会議室 

⑶ 入札保証金 

競争入札に付する購入物品ごとに見積もった金額（単価）に予定数量を乗じた額の１００分の

５以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則（平成１３年さいたま市規則第６６号）第

９条の規定に該当する場合は、免除とする。 

⑷ 開札の日時及び場所 

ア 日時 

平成３１年３月１８日（月）入札終了後、直ちに行う。 

イ 場所 

７⑵イに同じ 

⑸ 落札者の決定方法 

さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の範

囲内で最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。 

⑹ 入札の無効 

さいたま市契約規則第１３条に該当する入札は無効とする。 

⑺ 入札事務を担当する課 

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市財政局契約管理部調達課 

電話 ０４８（８２９）１１８１ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９８６ 

 ⑻ 業務を担当する課 

ア １⑴ア及び１⑴イの物品 

さいたま市緑区大字大崎３１７ さいたま市環境局施設部クリーンセンター大崎 

電話 ０４８（８７８）０９８９ ＦＡＸ ０４８（８７８）０９５９ 

イ １⑴ウの物品 

(ア) さいたま市西区大字宝来５２－１ さいたま市環境局施設部西部環境センター 

電話 ０４８（６２３）４１００ ＦＡＸ ０４８（６２２）５３５３ 

(イ) さいたま市見沼区大字膝子６２６－１ さいたま市環境局施設部東部環境センター 
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電話 ０４８（６８４）３８０２ ＦＡＸ ０４８（６８６）０４６６ 

(ウ) さいたま市緑区大字大崎３１７ さいたま市環境局施設部クリーンセンター大崎 

電話 ０４８（８７８）０９８９ ＦＡＸ ０４８（８７８）０９５９ 

(エ) さいたま市見沼区大字上山口新田５０８－１ さいたま市環境局施設部大宮南部浄化セン

ター 

電話 ０４８（６４６）６０３０ ＦＡＸ ０４８（６４６）６０３３ 

(オ) さいたま市桜区新開４－１－１ さいたま市環境局施設部クリーンセンター西堀 

電話 ０４８（８６２）５７２１ ＦＡＸ ０４８（８３８）５８１１ 

８ 契約手続等 

⑴ 契約保証金 

落札者となった購入物品ごとに契約金額（単価）に予定数量を乗じた額の１００分の１０以上

を納付すること。ただし、さいたま市契約規則第３０条の規定に該当する場合は、免除とする。 

⑵ 契約書作成の要否 

要 

⑶ 議決の要否 

   否 

９ 特記事項 

本件契約は、平成３１年度歳入歳出予算が平成３１年３月３１日までにさいたま市議会で可決さ

れた場合において平成３１年４月１日に確定させる。 

１０ その他 

⑴ 契約条項等は、さいたま市財政局契約管理部調達課及びホームページにおいて閲覧できる。 

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html 

⑵ 詳細は、入札説明書による。 

さいたま市告示第２８７号 

さいたまシティスタット基盤運用保守業務について、次のとおり一般競争入札を行うので、地方自

治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「施行令」という。）第１６７条の６の規定に基づき公告

する。 

平成３１年２月１３日 

さいたま市長 清 水 勇 人

１ 競争入札に付する事項 

⑴ 件名 

さいたまシティスタット基盤運用保守業務 

⑵ 履行場所 

さいたま市浦和区常盤６－４－４外 

⑶ 業務概要 

仕様書のとおり 

⑷ 履行期間 

平成３１年４月１日から平成３２年３月３１日まで 
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２ 競争入札参加資格に関する事項 

本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。 

⑴ 本入札の告示日において、平成２９・３０年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（業務委託）

（以下「名簿」という。）に業務「電算」で登載され、引き続き同業務で平成３１・３２年度さい

たま市競争入札参加資格審査の申請をしている者であること。 

⑵ 次のいずれにも該当しない者であること。 

ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第３２条第１項各号に掲げる者。 

イ 施行令第１６７条の４第２項の規定により、さいたま市の一般競争入札に参加させないこと

とされた者。 

⑶ 本入札の告示日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要

綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から

の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け

ている期間がない者であること。 

⑷ 平成２９年度以降、国（独立行政法人を含む。）又は地方公共団体と同種同規模の契約実績が２

件以上あることを証明した者であること。 

３ 入札説明書の交付等 

本入札に参加を希望する者に対し、入札説明書を交付するものとする。なお、仕様書は貸与する

ものとする。 

⑴ 交付等場所 

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市市民局情報政策部統計情報室 

担当 統計情報室 電話 ０４８（８２９）１１１９ 

⑵ 交付等期間 

告示の日から平成３１年３月１日（金）まで（さいたま市の休日を定める条例（平成１３年さ

いたま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日を除く午前９時から午後４時まで） 

⑶ 交付等費用 

無償 

⑷ 仕様書の返却 

入札説明書のとおり 

４ 一般競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出 

本入札に参加を希望する者は、入札参加申込及び入札参加資格の確認審査（以下「確認審査」と

いう。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であっても、入札期日において確

認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。 

⑴ 提出書類 

ア 一般競争入札参加申込兼資格確認申請書 

イ 入札説明書に定める書類 

⑵ 受付期間 

３⑵に同じ 
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⑶ 受付場所 

３⑴に同じ 

⑷ 提出方法 

持参 

５ 一般競争入札参加資格確認結果通知書の交付 

確認審査終了後、一般競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。 

⑴ 交付場所 

３⑴に同じ 

⑵ 交付日時 

平成３１年３月７日（木）午前９時から午後４時まで

⑶ その他

郵送希望者については、４の書類提出時において返信用封筒に８２円切手を貼付し、申し出た

場合のみ受け付けるものとする。

６ 入札手続等 

⑴ 入札方法 

総価で行う。なお、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分の

８に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り

捨てるものとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税

事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった金額の１０８分の１００に相当する金

額を入札書に記載すること。

⑵ 入札の日時及び場所 

ア 日時 

平成３１年３月１２日（火）午前１０時００分 

イ 場所 

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市役所西会議棟１階第５会議室 

⑶ 入札保証金 

見積もった金額の１００分の５以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則（平成１３

年さいたま市規則第６６号）第９条の規定に該当する場合は、免除とする。 

⑷ 開札の日時及び場所 

ア 日時 

平成３１年３月１２日（火）入札終了後、直ちに行う。 

イ 場所 

６⑵イに同じ 

⑸ 落札者の決定方法 

さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の範

囲内で最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。  

⑹ 入札の無効 

さいたま市契約規則第１３条に該当する入札は無効とする。 

⑺ 入札事務を担当する課 
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さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市市民局情報政策部ＩＣＴ政策課

電話 ０４８（８２９）１８９３ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９６９ 

⑻ 業務を担当する課 

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市市民局情報政策部統計情報室

電話 ０４８（８２９）１１１９ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９６９ 

７ 契約手続等 

⑴ 契約保証金 

契約金額の１００分の１０以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則第３０条の規定

に該当する場合は、免除とする。 

⑵ 契約書作成の要否 

要 

⑶ 議決の要否 

否 

８ その他 

⑴ 当該契約において使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨に限る。 

⑵ 提出された一般競争入札参加申込兼資格確認申請書等は、返却しない。 

⑶ 入札参加者は、入札後、本告示、仕様書等についての不明を理由として、異議を申し立てるこ

とはできない。 

⑷ 契約条項等は、さいたま市市民局情報政策部統計情報室及びホームページにおいて閲覧できる。

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html

⑸ 詳細は、入札説明書による。

さいたま市告示第２８８号 

さいたまシティスタット基盤データウェアハウス用クラウド型サービスライセンスについて、次の

とおり一般競争入札を行うので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「施行令」とい

う。）第１６７条の６の規定に基づき公告する。 

平成３１年２月１３日 

さいたま市長 清 水 勇 人

１ 競争入札に付する事項 

⑴ 件名 

さいたまシティスタット基盤データウェアハウス用クラウド型サービスライセンス 

⑵ 借入場所 

 さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市市民局情報政策部統計情報室外 

⑶ 数量・特質等 

仕様書のとおり 

⑷ 借入期間 

平成３１年４月１日から平成３２年３月３１日まで 

２ 競争入札参加資格に関する事項 

本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。 
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⑴ 本入札の告示日において、平成２９・３０年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（物品納入

等）（以下「名簿」という。）に営業種目「電算用品」、「コンピューターソフト」又は「ＯＡ機器

リース等」で登載され、引き続き同営業種目で平成３１・３２年度さいたま市競争入札参加資格

審査の申請をしている者であること。 

⑵ 次のいずれにも該当しない者であること。 

ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第３２条第１項各号に掲げる者。 

イ 施行令第１６７条の４第２項の規定により、さいたま市の一般競争入札に参加させないこと

とされた者。 

⑶ 本入札の告示日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要

綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から

の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け

ている期間がない者であること。 

３ 入札説明書の交付等 

本入札に参加を希望する者に対し、入札説明書を交付するものとする。なお、仕様書は貸与する

ものとする。 

⑴ 交付等場所 

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市市民局情報政策部統計情報室 

担当 統計情報室 電話 ０４８（８２９）１１１９ 

⑵ 交付等期間 

告示の日から平成３１年３月１日（金）まで（さいたま市の休日を定める条例（平成１３年さ

いたま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日を除く午前９時から午後４時まで） 

⑶ 交付等費用 

無償 

⑷ 仕様書の返却 

入札説明書のとおり 

４ 一般競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出 

本入札に参加を希望する者は、入札参加申込及び入札参加資格の確認審査（以下「確認審査」と

いう。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であっても、入札期日において確

認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。 

⑴ 提出書類 

ア 一般競争入札参加申込兼資格確認申請書 

イ 入札説明書に定める書類 

⑵ 受付期間 

３⑵に同じ 

⑶ 受付場所 

３⑴に同じ 

⑷ 提出方法 
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持参 

５ 一般競争入札参加資格確認結果通知書の交付 

確認審査終了後、一般競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。 

⑴ 交付場所 

３⑴に同じ 

⑵ 交付日時 

平成３１年３月７日（木）午前９時から午後４時まで

⑶ その他

郵送希望者については、４の書類提出時において返信用封筒に８２円切手を貼付し、申し出た

場合のみ受け付けるものとする。

６ 入札手続等 

⑴ 入札方法 

単価（月額）で行う。入札金額は、利用料１月当たりの額を記入すること。なお、落札決定に

当たっては、入札書に記載された金額をもって落札価格とし、消費税及び地方消費税については

別途契約書において定めるため、入札者は単価（月額）（税抜）を入札書に記載すること。

⑵ 入札の日時及び場所 

ア 日時 

平成３１年３月１２日（火）午前１０時３０分 

イ 場所 

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市役所西会議棟１階第５会議室 

⑶ 入札保証金 

見積もった金額（月額）に月数を乗じた額の１００分の５以上を納付すること。ただし、さい

たま市契約規則（平成１３年さいたま市規則第６６号）第９条の規定に該当する場合は、免除と

する。 

⑷ 開札の日時及び場所 

ア 日時 

平成３１年３月１２日（火）入札終了後、直ちに行う。 

イ 場所 

６⑵イに同じ 

⑸ 落札者の決定方法 

さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の範

囲内で最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。  

⑹ 入札の無効 

さいたま市契約規則第１３条に該当する入札は無効とする。 

⑺ 入札事務を担当する課 

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市市民局情報政策部ＩＣＴ政策課

電話 ０４８（８２９）１８９３ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９６９ 

⑻ 業務を担当する課 

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市市民局情報政策部統計情報室
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電話 ０４８（８２９）１１１９ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９６９ 

７ 契約手続等 

⑴ 契約保証金 

契約金額（月額）に月数を乗じた額の１００分の１０以上を納付すること。ただし、さいたま

市契約規則第３０条の規定に該当する場合は、免除とする。 

⑵ 契約書作成の要否 

要 

⑶ 議決の要否 

否 

８ その他 

⑴ 当該契約において使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨に限る。 

⑵ 提出された一般競争入札参加申込兼資格確認申請書等は、返却しない。 

⑶ 入札参加者は、入札後、本告示、仕様書等についての不明を理由として、異議を申し立てるこ

とはできない。 

⑷ 契約条項等は、さいたま市市民局情報政策部統計情報室及びホームページにおいて閲覧できる。

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html

⑸ 詳細は、入札説明書による。

さいたま市告示第２７８号

さいたま市生活困窮者等家計改善支援業務について、次のとおり一般競争入札を行うので、地方自

治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「施行令」という。）第１６７条の６の規定に基づき公告

する。 

平成３１年２月１３日 

さいたま市長 清 水 勇 人 

１ 競争入札に付する事項 

⑴ 件名 

さいたま市生活困窮者等家計改善支援業務 

⑵ 履行場所 

さいたま市浦和区常盤６－４－４外 

⑶ 業務概要 

仕様書のとおり 

⑷ 履行期間 

平成３１年４月１日から平成３２年３月３１日まで 

２ 競争入札参加資格に関する事項 

本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。 

⑴ 本入札の告示日において、平成２９・３０年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（業務委託）

（以下「名簿」という。）に業務「福祉サービス」の受注希望業務「その他の福祉サービス」又は

「その他」の受注希望業務「人材派遣」若しくは「その他」で登載され、引き続き同業務で、平

成３１・３２年度さいたま市競争入札参加資格審査の申請をしている者であること。 
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⑵ 次のいずれにも該当しない者であること。 

ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第３２条第１項各号に掲げる者 

イ 施行令第１６７条の４第２項の規定により、さいたま市の一般競争入札に参加させないこと

とされた者 

⑶ 本入札の告示日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要

綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から

の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け

ている期間がない者であること。 

⑷ 地方公共団体において、生活困窮者自立相談支援事業等実施要綱（平成２７年厚生労働省社会・

援護局長通知社援発０７２７第２号別紙）に基づく家計相談支援事業の事業実績を有し、かつ、

誠実に履行している者であること。 

３ 入札説明書の交付 

本入札に参加を希望する者に対し、入札説明書を交付するものとする。 

⑴ 交付場所 

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市保健福祉局福祉部生活福祉課 

担当 自立支援係 電話 ０４８（８２９）１８４６ 

⑵ 交付期間 

本入札の告示日から平成３１年３月６日（水）まで（さいたま市の休日を定める条例（平成１

３年さいたま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日を除く午前９時から午後４時まで） 

⑶ 交付費用 

無償  

４ 競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出 

本入札に参加を希望する者は、入札参加申込及び入札参加資格の確認審査（以下「確認審査」と

いう。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であっても、入札期日において

確認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。 

⑴ 提出書類 

ア 競争入札参加申込兼資格確認申請書 

イ 入札説明書に定める書類 

⑵ 受付期間 

３⑵に同じ 

⑶ 受付場所 

３⑴に同じ 

⑷ 提出方法 

持参 

５ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付 

確認審査終了後、競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。 

⑴ 交付場所 
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 ３⑴に同じ 

⑵ 交付日時 

 平成３１年３月８日（金）午前９時から午後４時まで 

⑶ その他 

郵送希望者については、４の書類提出時において返信用封筒に９２円切手を貼付し、申し出た

場合のみ受け付けるものとする。 

６ 入札手続等 

⑴ 入札方法 

総価で行う。なお、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額のうち、平成３１年１０

月１日の前日までに行う課税資産の譲渡等（消費税法（昭和６３年法律第１０８号）第２条第１

項第９号に規定する課税資産の譲渡等をいう。以下同じ。）に係るものとして見積もった金額に当

該金額の１００分の８に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、

その端数金額を切り捨てた金額）と、平成３１年１０月１日以後に行う課税資産の譲渡等に係る

ものとして見積もった金額に当該金額の１００分の１０に相当する額を加算した金額（当該金額

に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てた金額）を合算した金額をもって落札

価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者である

かを問わず、見積もった金額のうち、平成３１年１０月１日の前日までに行う課税資産の譲渡等

に係るものとして見積もった金額の１０８分の１００に相当する金額に、平成３１年１０月１日

以後に行う課税資産の譲渡等に係るものとして見積もった金額の１１０分の１００に相当する金

額を加算した金額を入札書に記載すること。 

⑵ 入札の日時及び場所 

ア 日時 

平成３１年３月１４日（木）午前１０時００分 

イ 場所 

さいたま市浦和区常盤６－４－２１ ときわ会館３階会議室 

⑶ 入札保証金 

見積もった金額の１００分の５以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則（平成１３

年さいたま市規則第６６号）第９条の規定に該当する場合は、免除とする。 

⑷ 開札の日時及び場所 

ア 日時 

平成３１年３月１４日（木）入札終了後、直ちに行う。 

イ 場所 

６⑵イに同じ 

⑸ 落札者の決定方法 

さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の範

囲内で最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。 

⑹ 入札の無効 

さいたま市契約規則第１３条に該当する入札は無効とする。 

⑺ 入札事務を担当する課 
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さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市保健福祉局福祉部福祉総務課

電話 ０４８（８２９）１２５３ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９６１

⑻ 業務を担当する課 

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市保健福祉局福祉部生活福祉課

電話 ０４８（８２９）１８４６ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９６１ 

７ 契約手続等 

⑴ 契約保証金 

契約金額の１００分の１０以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則第３０条の規定

に該当する場合は、免除とする。 

⑵ 契約書作成の要否 

要 

⑶ 議決の要否 

否 

８ 特記事項 

本契約は、平成３１年度歳入歳出予算が平成３１年３月３１日までにさいたま市議会で可決され

た場合において平成３１年４月１日までに確定させる。 

９ その他 

⑴ 契約条項等は、さいたま市保健福祉局福祉部生活福祉課及びホームページにおいて閲覧できる。

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html

⑵ 詳細は、入札説明書による。 

さいたま市告示第２７９号

さいたま市生活保護等就労支援業務について、次のとおり一般競争入札を行うので、地方自治法施

行令（昭和２２年政令第１６号。以下「施行令」という。）第１６７条の６の規定に基づき公告する。 

平成３１年２月１３日 

さいたま市長 清 水 勇 人 

１ 競争入札に付する事項 

⑴ 件名 

さいたま市生活保護等就労支援業務 

⑵ 履行場所 

さいたま市浦和区常盤６－４－４外 

⑶ 業務概要 

仕様書のとおり 

⑷ 履行期間 

平成３１年４月１日から平成３２年３月３１日まで 

２ 競争入札参加資格に関する事項 

本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。 

⑴ 本告示日において、平成２９・３０年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（業務委託）（以下

「名簿」という。）に業務「その他」の受注希望業務「人材派遣」又は「その他」で登載され、引
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き続き同業務で、平成３１・３２年度さいたま市競争入札参加資格審査の申請をしている者であ

ること。 

⑵ 次のいずれにも該当しない者であること。 

ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第３２条第１項各号に掲げる者 

イ 施行令第１６７条の４第２項の規定により、さいたま市の一般競争入札に参加させないこと

とされた者 

⑶ 本入札の告示日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要

綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から

の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け

ている期間がない者であること。 

⑷ 過去に、人口５０万人以上の地方公共団体において、生活困窮者自立相談支援事業等実施要綱

（平成２７年厚生労働省社会・援護局長通知社援発０７２７第２号別紙）に基づく被保護者就労

支援事業及び被保護者就労準備支援事業（一般事業）の事業実績を有し、かつ、誠実に履行して

いる者であること。 

３ 入札説明書等の交付 

本入札に参加を希望する者に対し、入札説明書等を交付するものとする。 

⑴ 交付場所 

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市保健福祉局福祉部生活福祉課 

担当 保護・適正化推進係 電話 ０４８（８２９）１８４５ 

⑵ 交付期間 

本入札の告示日から平成３１年３月６日（水）まで（さいたま市の休日を定める条例（平成１

３年さいたま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日を除く午前９時から午後４時まで） 

⑶ 交付費用 

無償  

４ 競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出 

本入札に参加を希望する者は、入札参加申込及び入札参加資格の確認審査（以下「確認審査」と

いう。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であっても、入札期日において

確認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。 

⑴ 提出書類 

ア 競争入札参加申込兼資格確認申請書 

イ 入札説明書に定める書類 

⑵ 受付期間 

３⑵に同じ 

⑶ 受付場所 

３⑴に同じ 

⑷ 提出方法 

持参 
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５ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付 

確認審査終了後、競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。 

⑴ 交付場所 

 ３⑴に同じ 

⑵ 交付日時 

 平成３１年３月８日（金）午前９時から午後４時まで 

⑶ その他 

郵送希望者については、４の書類提出時において返信用封筒に９２円切手を貼付し、申し出た

場合のみ受け付けるものとする。 

６ 入札手続等 

⑴ 入札方法 

総価で行う。なお、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額のうち、平成３１年１０

月１日の前日までに行う課税資産の譲渡等（消費税法（昭和６３年法律第１０８号）第２条第１

項第９号に規定する課税資産の譲渡等をいう。以下同じ。）に係るものとして見積もった金額に当

該金額の１００分の８に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、

その端数金額を切り捨てた金額）と、平成３１年１０月１日以後に行う課税資産の譲渡等に係る

ものとして見積もった金額に当該金額の１００分の１０に相当する額を加算した金額（当該金額

に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てた金額）を合算した金額をもって落札

価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者である

かを問わず、見積もった金額のうち、平成３１年１０月１日の前日までに行う課税資産の譲渡等

に係るものとして見積もった金額の１０８分の１００に相当する金額に、平成３１年１０月１日

以後に行う課税資産の譲渡等に係るものとして見積もった金額の１１０分の１００に相当する金

額を加算した金額を入札書に記載すること。

⑵ 入札の日時及び場所

ア 日時 

平成３１年３月１４日（木）午前１０時３０分 

イ 場所 

さいたま市浦和区常盤６－４－２１ ときわ会館３階会議室 

⑶ 入札保証金 

見積もった金額の１００分の５以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則（平成１３

年さいたま市規則第６６号）第９条の規定に該当する場合は、免除とする。 

⑷ 開札の日時及び場所 

ア 日時 

平成３１年３月１４日（木）入札終了後、直ちに行う。 

イ 場所 

６⑵イに同じ 

⑸ 落札者の決定方法 

さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の範

囲内で最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。 
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⑹ 入札の無効 

さいたま市契約規則第１３条に該当する入札は無効とする。 

⑺ 入札事務を担当する課 

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市保健福祉局福祉部福祉総務課

電話 ０４８（８２９）１２５３ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９６１

⑻ 業務を担当する課 

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市保健福祉局福祉部生活福祉課

電話 ０４８（８２９）１８４５ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９６１ 

７ 契約手続等 

⑴ 契約保証金 

契約金額の１００分の１０以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則第３０条の規定

に該当する場合は、免除とする。 

⑵ 契約書作成の要否 

要 

⑶ 議決の要否 

否 

８ 特記事項 

本契約は、平成３１年度歳入歳出予算が平成３１年３月３１日までにさいたま市議会で可決され

た場合において平成３１年４月１日に確定させる。 

９ その他 

⑴ 契約条項等は、さいたま市保健福祉局福祉部生活福祉課及びホームページにおいて閲覧できる。

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html

⑵ 詳細は、入札説明書による。 

さいたま市告示第２８０号

さいたま市生活困窮者学習支援業務について、次のとおり一般競争入札を行うので、地方自治法施

行令（昭和２２年政令第１６号。以下「施行令」という。）第１６７条の６の規定に基づき公告する。 

平成３１年２月１３日 

さいたま市長 清 水 勇 人 

１ 競争入札に付する事項 

⑴ 件名 

さいたま市生活困窮者学習支援業務 

⑵ 履行場所 

さいたま市浦和区常盤６－４－４外 

⑶ 業務概要 

仕様書のとおり 

⑷ 履行期間 

平成３１年４月１日から平成３２年３月３１日まで 

２ 競争入札参加資格に関する事項 
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本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。 

⑴ 本告示日において、平成２９・３０年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（業務委託）（以下

「名簿」という。）に業務「その他」の受注希望業務「人材派遣」又は「その他」で登載され、引

き続き同業務で、平成３１・３２年度さいたま市競争入札参加資格審査の申請をしている者であ

ること。 

⑵ 次のいずれにも該当しない者であること。 

ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第３２条第１項各号に掲げる者 

イ 施行令第１６７条の４第２項の規定により、さいたま市の一般競争入札に参加させないこと

とされた者 

⑶ 本入札の告示日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要

綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から

の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け

ている期間がない者であること。 

⑷ 人口２０万人以上の地方公共団体において、生活困窮者自立相談支援事業等実施要綱（平成２

７年厚生労働省社会・援護局長通知社援発０７２７第２号別紙）に基づく生活困窮世帯の子ども

に対する学習支援事業の実績を有し、かつ、誠実に履行している者であること。 

３ 入札説明書の交付 

本入札に参加を希望する者に対し、入札説明書を交付するものとする。 

⑴ 交付場所 

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市保健福祉局福祉部生活福祉課 

担当 自立支援係 電話 ０４８（８２９）１８４６ 

⑵ 交付期間 

本入札の告示日から平成３１年３月６日（水）まで（さいたま市の休日を定める条例（平成１

３年さいたま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日を除く午前９時から午後４時まで） 

⑶ 交付費用 

無償  

４ 競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出 

本入札に参加を希望する者は、入札参加申込及び入札参加資格の確認審査（以下「確認審査」と

いう。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であっても、入札期日において

確認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。 

⑴ 提出書類 

ア 競争入札参加申込兼資格確認申請書 

イ 入札説明書に定める書類 

⑵ 受付期間 

３⑵に同じ 

⑶ 受付場所 

３⑴に同じ 
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⑷ 提出方法 

持参 

５ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付 

確認審査終了後、競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。 

⑴ 交付場所 

 ３⑴に同じ 

⑵ 交付日時 

 平成３１年３月８日（金）午前９時から午後４時まで 

⑶ その他 

郵送希望者については、４の書類提出時において返信用封筒に９２円切手を貼付し、申し出た

場合のみ受け付けるものとする。 

６ 入札手続等 

⑴ 入札方法 

総価で行う。なお、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額のうち、平成３１年１０

月１日の前日までに行う課税資産の譲渡等（消費税法（昭和６３年法律第１０８号）第２条第１

項第９号に規定する課税資産の譲渡等をいう。以下同じ。）に係るものとして見積もった金額に当

該金額の１００分の８に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、

その端数金額を切り捨てた金額）と、平成３１年１０月１日以後に行う課税資産の譲渡等に係る

ものとして見積もった金額に当該金額の１００分の１０に相当する額を加算した金額（当該金額

に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てた金額）を合算した金額をもって落札

価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者である

かを問わず、見積もった金額のうち、平成３１年１０月１日の前日までに行う課税資産の譲渡等

に係るものとして見積もった金額の１０８分の１００に相当する金額に、平成３１年１０月１日

以後に行う課税資産の譲渡等に係るものとして見積もった金額の１１０分の１００に相当する金

額を加算した金額を入札書に記載すること。 

⑵ 入札の日時及び場所 

ア 日時 

平成３１年３月１４日（木）午前１１時００分 

イ 場所 

さいたま市浦和区常盤６－４－２１ ときわ会館３階会議室 

⑶ 入札保証金 

見積もった金額の１００分の５以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則（平成１３

年さいたま市規則第６６号）第９条の規定に該当する場合は、免除とする。 

⑷ 開札の日時及び場所 

ア 日時 

平成３１年３月１４日（木）入札終了後、直ちに行う。 

イ 場所 

６⑵イに同じ 

⑸ 落札者の決定方法 
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さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の範

囲内で最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。 

⑹ 入札の無効 

さいたま市契約規則第１３条に該当する入札は無効とする。 

⑺ 入札事務を担当する課 

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市保健福祉局福祉部福祉総務課

電話 ０４８（８２９）１２５３ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９６１

⑻ 業務を担当する課 

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市保健福祉局福祉部生活福祉課

電話 ０４８（８２９）１８４６ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９６１ 

７ 契約手続等 

⑴ 契約保証金 

契約金額の１００分の１０以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則第３０条の規定

に該当する場合は、免除とする。 

⑵ 契約書作成の要否 

要 

⑶ 議決の要否 

否 

８ 特記事項 

本契約は、平成３１年度歳入歳出予算が平成３１年３月３１日までにさいたま市議会で可決され

た場合において平成３１年４月１日に確定させる。 

９ その他 

⑴ 契約条項等は、さいたま市保健福祉局福祉部生活福祉課及びホームページにおいて閲覧できる。

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html

⑵ 詳細は、入札説明書による。 

さいたま市告示第２６９号 

さいたま市立病院眼科支援システム賃貸借について、次のとおり一般競争入札を行うので、地方自

治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「施行令」という。）第１６７条の６の規定に基づき公告

する。 

平成３１年２月１３日 

さいたま市長 清 水 勇 人 

１ 競争入札に付する事項 

⑴ 件名 

さいたま市立病院眼科支援システム賃貸借 

⑵ 借入場所 

さいたま市緑区大字三室２４６０ さいたま市立病院外 

⑶ 数量・特質等 

仕様書のとおり 
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⑷ 借入期間 

平成３２年１月１日から平成３６年１２月３１日まで 

２ 競争入札参加資格に関する事項 

本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。 

⑴ 本入札の告示日において、平成２９・３０年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（物品納入

等）（以下「名簿」という。）に営業種目「医療機器レンタル等」又は「ＯＡ機器リース等」で登

載され、引き続き同営業種目で平成３１・３２年度さいたま市競争入札参加資格審査の申請をし

ている者であること。 

⑵ 次のいずれにも該当しない者であること。 

ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第３２条第１項各号に掲げる者 

イ 施行令第１６７条の４第２項の規定により、さいたま市の一般競争入札に参加させないこと

とされた者 

⑶ 本入札の告示日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要

綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から

の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け

ている期間がない者であること。 

⑷ 本入札の告示日から過去５年以内に、日本国内にある５００床以上の病院２か所以上において、

眼科支援システム又はそれと同規模程度以上のシステムを導入した実績を有する者であること。 

３ 入札説明書の交付 

本入札に参加を希望する者に対し、入札説明書を交付するものとする。 

⑴ 交付場所 

さいたま市緑区大字三室２４６０ さいたま市保健福祉局市立病院経営部医事課 

担当 医事係 電話 ０４８（８７３）４１６８ 

⑵ 交付期間 

告示の日から平成３１年３月１日（金）まで（さいたま市の休日を定める条例（平成１３年さ

いたま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日を除く午前９時から午後４時まで） 

⑶ 交付費用 

無償 

４ 競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出 

本入札に参加を希望する者は、入札参加申込及び入札参加資格の確認審査（以下「確認審査」と

いう。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であっても、入札期日において確

認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。 

⑴ 提出書類 

ア 競争入札参加申込兼資格確認申請書 

イ 入札説明書に定める書類 

⑵ 受付期間 

３⑵に同じ 
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⑶ 受付場所 

３⑴に同じ 

⑷ 提出方法 

持参 

５ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付 

確認審査終了後、競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。 

⑴ 交付方法 

全て郵送とする。 

⑵ 交付日 

平成３１年３月８日（金）までに交付するものとする。 

⑶ その他 

４の書類提出時において、返信用封筒に９２円切手を貼付したものを提出すること。 

６ 入札手続等 

⑴ 入札方法 

単価（月額）で行う。入札金額は、賃借料１月当たりの額を記入すること。なお、落札決定に

当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分の８に相当する額を加算した金額（当

該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるものとする。）をもって落札価

格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるか

を問わず、見積もった金額の１０８分の１００に相当する金額を入札書に記載すること。 

⑵ 入札の日時及び場所 

ア 日時 

平成３１年３月１５日（金）午前１０時００分 

イ 場所 

さいたま市緑区大字三室２４６０ さいたま市立病院防災エネルギーセンター１階会議室 

⑶ 入札保証金 

見積もった金額（月額）に月数を乗じた額の１００分の５以上を納付すること。ただし、さい

たま市契約規則（平成１３年さいたま市規則第６６号）第９条の規定に該当する場合は、免除と

する。 

⑷ 開札の日時及び場所 

ア 日時 

平成３１年３月１５日（金）入札終了後、直ちに行う。 

イ 場所 

６⑵イに同じ 

⑸ 落札者の決定方法 

さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の範

囲内で最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。 

⑹ 入札の無効 

さいたま市契約規則第１３条に該当する入札は無効とする。 

⑺ 入札事務を担当する課 
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さいたま市緑区大字三室２４６０ さいたま市保健福祉局市立病院経営部医事課  

電話 ０４８（８７３）４１６８ ＦＡＸ ０４８（８７４）７６１３ 

７ 契約手続等 

⑴ 契約保証金 

契約金額（月額）に月数を乗じた額の１００分の１０以上を納付すること。ただし、さいたま

市契約規則第３０条の規定に該当する場合は、免除とする。 

⑵ 契約書作成の要否 

要 

⑶ 議決の要否 

否 

８ その他 

⑴ 契約条項等は、さいたま市保健福祉局市立病院経営部医事課及びホームページにおいて閲覧で

きる。

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html

⑵ 詳細は、入札説明書による。 

さいたま市告示第２６７号 

さいたま市保健所・健康科学研究センター総合設備管理業務について、次のとおり一般競争入札を

行うので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「施行令」という。）第１６７条の６の

規定に基づき公告する。 

平成３１年２月１３日 

                            さいたま市長 清 水 勇 人   

１ 競争入札に付する事項 

⑴ 件名 

さいたま市保健所・健康科学研究センター総合設備管理業務 

⑵ 履行場所 

さいたま市中央区鈴谷７－５－１２ さいたま市保健所・健康科学研究センター 

⑶ 業務概要 

仕様書のとおり 

⑷ 履行期間 

平成３１年４月１日から平成３２年３月３１日まで 

２ 競争入札参加資格に関する事項 

本入札に参加を希望する者は､次の全ての要件を満たしていなければならない。 

⑴ 本入札の告示日において､平成２９・３０年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（業務委託)

（以下「名簿」という。）に業務「建物管理等」の等級区分がＡ級で、かつ、「保守点検」又は「施

設運転管理」に登載され、引き続き同業務で平成３１・３２年度さいたま市競争入札参加資格審

査の申請をしている者であること。 

⑵ 次のいずれにも該当しない者であること。 

ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受
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けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第３２条第１項各号に掲げる者 

イ 施行令第１６７条の４第２項の規定により、さいたま市の一般競争入札に参加させないこと

とされた者 

⑶ 本入札の告示日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要

綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から

の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け

ている期間がない者であること。

⑷ 平成２５年度以降、次のいずれかの施設の設備機器等の維持管理業務を元請けとして１年以上

履行した実績を有する者であること。ただし、平成３０年度の実績を掲げる場合においては１年

以上の委託契約を締結している者であること。 

ア 主たる業務として、延べ床面積３，０００㎡以上の生物系又は化学系の実験、検査及び研究 

を行う研究施設 

イ 手術室を有する延べ床面積３，０００㎡以上の病院施設 

なお、複合施設にあっては、当該研究施設部分又は病院施設部分が３，０００㎡以上である

こと。 

⑸ 業務従事者として、次に掲げる全ての資格を有する者を当施設内に契約履行開始日から配置す

ることができる者であること。 

なお、１人が２つ以上の資格を有しているかは問わない。ただし、エについては２人以上を配

置すること。 

ア 電気事業法（昭和３９年法律第１７０号）第４４条に規定する電気主任技術者（第３種以上）  

イ ボイラー及び圧力容器安全規則（昭和４７年労働省令第３３号）第９７条に規定するボイラ

ー技士（２級以上)  

ウ 消防法（昭和２３年法律第１８６号）第１３条の２に規定する危険物取扱者 (乙種第４類又

は甲種）  

エ 特定工場における公害防止組織の整備に関する法律施行規則（昭和４６年大蔵省・厚生省・

農林省・通商産業省・運輸省令第３号）第１条に規定する公害防止管理者（大気関係）又は埼

玉県生活環境保全条例（平成１３年条例第５７号）第１１６条に規定する公害防止主任者（大

気関係） 

⑹ 当施設に設置されている中央監視装置と受託者の遠隔監視センター内の装置（以下「遠隔監視

装置」という。）と相互に接続するため、次の条件を満たす者であること。 

ア 中央監視装置として設置する「ＳＡＶＩＣ－ｎｅｔ ＥＶ (ｍｏｄｅｌ ３０：管理点数３，

０００点登録）」との接続が適切に保証されている「ＳＡＶＩＣ－ｎｅｔ ＥＶ (ｍｏｄｅｌ 

３０ 以上)｣、｢ＳＡＶＩＣ－ｎｅｔ ５０ＥＶ｣又は｢ＳＡＶＩＣ－ｎｅｔ ８０ＥＶ｣のいず

れかの機種を遠隔監視装置として１か所の遠隔監視センター内に２台以上配置でき、相互にバ

ックアップを行うことが可能であること。 

イ 中央監視装置と遠隔監視装置を常時接続及び監視を行い、運転停止・設定及びスケジュール

変更等の一連の遠隔監視操作を行うことが可能であること。 

ウ 遠隔監視センターは、受託者の自社資産及び社員で管理運営され、２４時間３６５日の間、
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迅速かつ的確に対応できる体制であること。 

エ 履行開始日までに、中央監視装置と支障なく接続及び監視ができる体制をとることができる

こと。 

⑺ 建築物における衛生的環境の確保に関する法律（昭和４５年法律第２０号）第６条第１項に規

定する建築物環境衛生管理技術者を選任できる者であること。 

３ 入札説明書等の交付 

本入札に参加を希望する者で、２の要件を満たしている者に対し、入札説明書等を交付するもの

とする。 

⑴ 交付場所 

さいたま市中央区鈴谷７－５－１２ さいたま市保健福祉局保健所保健総務課 

担当 管理係 電話 ０４８（８４０）２２０５ 

⑵ 交付期間 

告示の日から平成３１年３月１日（金）まで（さいたま市の休日を定める条例（平成１３年さ

いたま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日を除く午前９時から午後４時まで） 

⑶ 交付費用 

無償 

⑷ 交付方法 

ＣＤ－ＲＯＭ 

４ 一般競争入札参加申込兼資格確認申請書等の提出 

本入札に参加を希望する者は、入札参加申込及び入札参加資格の確認審査（以下「確認審査」と

いう。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であっても、入札期日において確

認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。 

⑴ 提出書類 

ア 一般競争入札参加申込兼資格確認申請書 

イ 入札説明書に定める書類 

⑵ 受付期間 

３⑵に同じ

⑶ 受付場所 

３⑴に同じ 

 ⑷ 提出方法 

   持参 

５ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付 

確認審査終了後、競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。 

⑴ 交付場所 

３⑴に同じ 

⑵ 交付日時 

平成３１年３月７日（木）午前９時から午後４時まで 

⑶ その他 

郵送希望者については、４の書類提出時において返信用封筒に９２円切手を貼付し、申し出た
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場合のみ受け付けるものとする。 

６ 入札手続等 

⑴ 入札方法 

総価で行う。なお、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分の

８に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り

捨てるものとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税

事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった金額の１０８分の１００に相当する金

額を入札書に記載すること。 

⑵ 入札の日時及び場所 

ア 日時 

平成３１年３月１２日（火）午前１０時００分 

イ 場所 

さいたま市中央区鈴谷７－５－１２ さいたま市保健所２階第２研修室 

⑶ 入札保証金 

見積もった金額の１００分の５以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則（平成１３

年さいたま市規則第６６号）第９条の規定に該当する場合は、免除とする。 

⑷ 最低制限価格 

設定する。なお、最低制限価格を下回る入札をした者は、再度入札に参加できない。 

⑸ 開札の日時及び場所 

ア 日時 

平成３１年３月１２日（火）入札終了後、直ちに行う。 

イ 場所 

６⑵イに同じ 

⑹ 落札者の決定方法 

さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の範

囲内で最低制限価格以上の最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。 

⑺ 入札の無効 

  さいたま市契約規則第１３条に該当する入札は無効とする。 

⑻ 入札事務を担当する課 

さいたま市中央区鈴谷７－５－１２ さいたま市保健福祉局保健所保健総務課 

電話 ０４８（８４０）２２０５ ＦＡＸ ０４８（８４０）２２２８ 

７ 契約手続等 

⑴ 契約保証金 

契約金額の１００分の１０以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則第３０条の規定

に該当する場合は、免除とする。 

⑵ 契約書作成の要否 

要 

８ その他 

⑴ 提出された一般競争入札参加申込兼資格確認申請書等は返却しない。 
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⑵ 契約条項等は、さいたま市保健福祉局保健所保健総務課及びホームページにおいて閲覧できる。 

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html

⑶ 詳細は、入札説明書による。 

さいたま市告示第２８４号 

子ども家庭総合センター内診療室にかかる労働者派遣業務について、次のとおり一般競争入札を行

うので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「施行令」という。）第１６７条の６の規

定に基づき公告する。

平成３１年２月１３日

さいたま市長 清 水 勇 人

１ 競争入札に付する事項

⑴ 件名

子ども家庭総合センター内診療室にかかる労働者派遣業務

⑵ 履行場所

さいたま市浦和区上木崎４－４－１０ 子ども家庭総合センター４階診療室エリア

⑶ 業務概要

仕様書のとおり

⑷ 履行期間

平成３１年４月１日から平成３２年３月３１日まで

２ 競争入札参加資格に関する事項

本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。

⑴ 本入札の告示日において、平成２９・３０年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（業務委託）

（以下「名簿」という。）に業務「その他」の受注希望業務「人材派遣」で登載され、引き続き同

業務で平成３１・３２年度さいたま市競争入札参加資格審査の申請をしている者であること。 

⑵ 次のいずれにも該当しない者であること。

ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第３２条第１項各号に掲げる者

イ 施行令第１６７条の４第２項の規定により、さいたま市の一般競争入札に参加させないこと

とされた者

⑶ 本入札の告示日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要

綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から

の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け

ている期間がない者であること。 

３ 入札説明書の交付等

本入札に参加を希望する者で、２の要件を満たしている者に対し、入札説明書を交付するものと

する。

⑴ 交付場所

さいたま市浦和区上木崎４－４－１０ さいたま市子ども家庭総合センター子ども家庭支援課 
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担当 子どもケアホーム係 電話 ０４８（７１１）３８９６

⑵ 交付期間

告示の日から平成３１年３月４日（月）まで（さいたま市の休日を定める条例（平成１３年さ

いたま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日を除く午前９時から午後４時まで）

⑶ 交付費用

無償

 ⑷ その他

入札説明書は、３⑴の場所において３⑵の間、閲覧にも供する。

４ 競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出

本入札に参加を希望する者は、入札参加申込及び入札参加資格の確認審査（以下「確認審査」と

いう。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であっても、入札期日において確

認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。

⑴ 提出書類

ア 競争入札参加申込兼資格確認申請書

イ 入札説明書に定める書類 

⑵ 受付期間

３⑵に同じ

⑶ 受付場所

３⑴に同じ

⑷ 提出方法

持参

５ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付

確認審査終了後、競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。

⑴ 交付場所

３⑴に同じ

⑵ 交付日時

平成３１年３月１１日（月）午前９時から午後４時まで

⑶ その他

郵送希望者については、４の書類提出時において返信用封筒に８２円切手を貼付し、申し出た

場合のみ受け付けるものとする。

６ 入札手続等

⑴ 入札方法

単価で行う。入札金額は、消費税及び地方消費税を含まない１人１時間当たりの金額を記載す

ること。なお、落札決定に当たっては、入札書等に記載された金額をもって落札価格とし、消費

税及び地方消費税については別途契約書において定めるため、入札者は、単価（税抜）を入札書

等に記載すること。

⑵ 入札の日時及び場所

ア 日時

平成３１年３月１３日（水）午前１０時００分
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イ 場所

さいたま市浦和区上木崎４－４－１０ さいたま市子ども家庭総合センター４階会議室２

⑶ 入札保証金

見積もった金額（支払限度額）の１００分の５以上を納付すること。ただし、さいたま市契約

規則（平成１３年さいたま市規則第６６号）第９条の規定に該当する場合は、免除とする。

⑷ 開札の日時及び場所

ア 日時

平成３１年３月１３日（水）入札終了後、直ちに行う。

イ 場所

６⑵イに同じ

⑸ 落札者の決定方法

さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の範

囲内で最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。

⑹ 入札の無効

さいたま市契約規則第１３条に該当する入札は無効とする。 

⑺ 入札事務を担当する課

さいたま市浦和区上木崎４－４－１０ さいたま市子ども家庭総合センター子ども家庭支援課

電話 ０４８（７１１）３８９６ ＦＡＸ ０４８（７１１）３９９４

７ 契約手続等

⑴ 契約保証金

契約金額（支払限度額）の１００分の１０以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則

第３０条の規定に該当する場合は、免除とする。

⑵ 契約書作成の要否

要

⑶ 議決の要否

否

８ その他

⑴ 提出された競争入札参加申込兼資格確認申請書等は返却しない。

⑵ 契約条項等は、さいたま市子ども家庭総合センター子ども家庭支援課及びホームページにおい

て閲覧できる。

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html

⑶ 詳細は、入札説明書による。

さいたま市告示第２６８号 

さいたま市と畜場解体施設外維持管理業務について、次のとおり一般競争入札を行うので、地方自

治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「施行令」という。）第１６７条の６の規定に基づき公告

する。

平成３１年２月１３日

さいたま市長 清 水 勇 人
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１ 競争入札に付する事項

⑴ 件名

さいたま市と畜場解体施設外維持管理業務

⑵ 履行場所

さいたま市大宮区吉敷町２－２３ さいたま市経済局農業政策部食肉中央卸売市場

⑶ 業務概要

仕様書のとおり

⑷ 履行期間

平成３１年４月１日から平成３２年３月３１日まで

２ 競争入札参加資格に関する事項

本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。

⑴ 本入札の告示日において、平成２９・３０年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（業務委託）

（以下「名簿」という。）に業務「保守点検」の受注希望業務「その他の保守点検」又は「施設運

転管理」の受注希望業務「その他の施設運転管理」で登載され、引き続き同業務で、平成３１・

３２年度さいたま市競争入札参加資格審査の申請をしている者であること。 

⑵ 次のいずれにも該当しない者であること。

ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第３２条第１項各号に掲げる者

イ 施行令第１６７条の４第２項の規定により、さいたま市の一般競争入札に参加させないこと

とされた者

⑶ 本入札の告示日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要

綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から

の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け

ている期間がない者であること。 

⑷ 平成２５年度以降、１年以上の期間において、食肉卸売市場・と畜場の設備機器等の維持管理

業務を元請けとして受託し、確実に履行した実績を有する者であること。 

⑸ 業務従事者として、次に掲げる全ての資格を有する者を当施設内に契約履行開始日から常時配

置（当該施設の業務日）することが可能な者であること。ただし、それぞれが別の資格を有して

いる者か、あるいは１人が複数の資格を有しているかは問わない。 

 ア 電気工事士法（昭和３５年法律第１３９号）第４条に規定する第二種電気工事士 

 イ 労働安全衛生法（昭和４７年法律第５７号）第６１条に規定するボイラー取扱技能 

ウ 労働安全衛生法第１４条に規定する酸素欠乏・硫化水素危険作業主任者技能 

 エ 労働安全衛生法第６１条に規定するショベルローダー等運転技能 

３ 入札説明書等の交付

本入札に参加を希望する者で、２の要件を満たしている者に対し、入札説明書等を交付するもの

とする。

⑴ 交付場所

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市経済局農業政策部農業政策課 
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担当 農業政策係 電話 ０４８（８２９）１３７６

⑵ 交付期間

告示の日から平成３１年２月２２日（金）まで（さいたま市の休日を定める条例（平成１３年

さいたま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日（以下「休日」という。）を除く午前９時か

ら午後４時まで）

⑶ 交付費用

無償

⑷ その他

  郵送での交付は行わない。

４ 競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出

本入札に参加を希望する者は、入札参加申込及び入札参加資格の確認審査（以下「確認審査」と

いう。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であっても、入札期日において確

認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。

⑴ 提出書類

ア 競争入札参加申込兼資格確認申請書

イ 入札説明書に定める書類 

⑵ 受付期間

３⑵に同じ 

⑶ 受付場所

３⑴に同じ

⑷ 提出方法

持参

５ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付

確認審査終了後、競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。

⑴ 交付場所

３⑴に同じ

⑵ 交付日時

平成３１年２月２８日（木）午前９時から午後４時まで

⑶ その他

郵送希望者については、４の書類提出時において返信用封筒に９２円切手を貼付し、申し出た

場合のみ受け付けるものとする。

６ 入札手続等

⑴ 入札方法

総価で行う。なお、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額のうち、平成３１年１０

月１日の前日までに行う課税資産の譲渡等（消費税法（昭和６３年法律第１０８号）第２条第１

項第９号に規定する課税資産の譲渡等をいう。以下同じ。）に係るものとして見積もった金額に当

該金額の１００分の８に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、

その端数金額を切り捨てた金額）と、平成３１年１０月１日以後に行う課税資産の譲渡等に係る

ものとして見積もった金額に当該金額の１００分の１０に相当する額を加算した金額（当該金額
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に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てた金額）を合算した金額をもって落札

価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者である

かを問わず、見積もった金額のうち、平成３１年１０月１日の前日までに行う課税資産の譲渡等

に係るものとして見積もった金額の１０８分の１００に相当する金額に、平成３１年１０月１日

以後に行う課税資産の譲渡等に係るものとして見積もった金額の１１０分の１００に相当する金

額を加算した金額を入札書に記載すること。

⑵ 入札の日時及び場所

ア 日時

平成３１年３月７日（木）午後１時３０分

イ 場所

さいたま市浦和区常盤６－４－２１ ときわ会館３階会議室

⑶ 入札保証金

見積もった金額の１００分の５以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則（平成１３

年さいたま市規則第６６号）第９条の規定に該当する場合は、免除とする。

⑷ 最低制限価格 

  設定する。なお、最低制限価格を下回る入札をした者は、再度入札に参加できない。 

⑸ 開札の日時及び場所

ア 日時

平成３１年３月７日（木）入札終了後、直ちに行う。

イ 場所

６⑵イに同じ

⑹ 落札者の決定方法

さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の範

囲内で最低制限価格以上の最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。

⑺ 入札の無効

さいたま市契約規則第１３条に該当する入札は無効とする。 

⑻ 入札事務を担当する課

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市経済局農業政策部農業政策課

電話 ０４８（８２９）１３７６ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９４４

⑼ 業務を担当する課

さいたま市大宮区吉敷町２－２３ さいたま市経済局農業政策部食肉中央卸売市場

電話 ０４８（６４４）２９２９ ＦＡＸ ０４８（６４４）２９２７

７ 契約手続等

⑴ 契約保証金

契約金額の１００分の１０以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則第３０条の規定

に該当する場合は、免除とする。

⑵ 契約書作成の要否

要

⑶ 支払条件
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履行期間において、暦月を単位として、検査に合格後、適法な請求に応じて支払うものとする。

なお、詳細については落札者決定後、協議して決定する。

８ 特記事項

  本契約は、平成３１年度歳入歳出予算が平成３１年３月３１日までにさいたま市議会で可決され

た場合において平成３１年４月１日に確定させる。

９ その他

⑴ 提出された競争入札参加申込兼資格確認申請書等は、返却しない。

⑵ 入札参加者は、入札後、本告示、仕様書、現場等についての不明を理由として、異議を申し立

てることはできない。

⑶ 契約条項等は、さいたま市経済局農業政策部食肉中央卸売市場及びホームページにおいて閲覧

できる。

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html

⑷ 詳細は、入札説明書による。

さいたま市告示第２８２号 

さいたま市浦和区役所保健センター設備管理業務について、次のとおり一般競争入札を行うので、

地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「施行令」という。）第１６７条の６の規定に基づ

き公告する。 

平成３１年２月１３日 

さいたま市長 清 水 勇 人   

１ 競争入札に付する事項 

⑴ 件名 

さいたま市浦和区役所保健センター設備管理業務 

⑵ 履行場所 

さいたま市浦和区常盤６－４－１８ 

⑶ 業務概要 

仕様書のとおり 

⑷ 履行期間 

平成３１年４月１日から平成３２年３月３１日まで 

２ 競争入札参加資格に関する事項 

本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。 

⑴ 本入札の告示日において、平成２９・３０年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（業務委託）  

（以下「名簿」という。）に業務「建物管理等」の等級区分がＡ級で登載され、市内に本店を有し、

かつ、引き続き同業務で平成３１・３２年度さいたま市競争入札参加資格審査の申請をしている

者であること。 

⑵ 次のいずれにも該当しない者であること。 

ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第３２条第１項各号に掲げる者 
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イ 施行令第１６７条の４第２項の規定により、さいたま市の一般競争入札に参加させないこと

とされた者 

⑶ 本入札の告示日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要

綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から

の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け

ている期間がない者であること。 

⑷ 中小企業等協同組合法（昭和２４年法律第１８１号）に基づく事業協同組合及び企業組合並び

に中小企業団体の組織に関する法律（昭和３２年法律第１８５号）に基づく協業組合にあっては、

その組合員が同一入札に参加していない者であること。 

⑸ 平成２８年度以降、浦和区役所保健センターと同規模（延床面積５，５００㎡以上）の施設に

おける同業務を元請で年間契約し、完了実績を有する者であること。 

⑹ 本入札の告示日において、建築物における衛生的環境の確保に関する法律（昭和４５年法律第

２０号）第１２条の２第１項第８号に規定する建築物環境衛生総合管理業の登録を受けている者

であること。 

３ 入札説明書の交付 

本入札に参加を希望する者で２の要件を満たす者に対し、入札説明書を交付するものとする。 

⑴ 交付場所 

さいたま市浦和区常盤６－４－１８ さいたま市浦和区役所健康福祉部保健センター 

担当 保健指導係 電話 ０４８（８２４）３９７１ 

⑵ 交付期間 

告示の日から平成３１年３月１日（金）まで（さいたま市の休日を定める条例（平成１３年さ

いたま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日を除く午前９時から午後４時まで） 

⑶ 交付費用 

無償 

４ 競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出 

本入札に参加を希望する者は、入札参加申込及び入札参加資格の確認審査（以下「確認審査」と

いう。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であっても、入札期日において確

認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。 

⑴ 提出書類 

ア 競争入札参加申込兼資格確認申請書 

イ 入札説明書に定める書類 

⑵ 受付期間 

３⑵に同じ 

⑶ 受付場所 

３⑴に同じ 

⑷ 提出方法 

持参 

５ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付 

確認審査終了後、競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。 
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⑴ 交付場所 

３⑴に同じ 

⑵ 交付日時 

平成３１年３月８日（金）午前９時から午後４時まで 

⑶ その他 

郵送希望者については、４の書類提出時において返信用封筒に９２円切手を貼付し、申し出た

場合のみ受け付けるものとする。 

６ 入札参加資格の有無の再確認 

入札参加資格がない旨の競争入札参加資格確認結果通知書を受けた者は、平成３１年３月１２日

（火）までに、さいたま市浦和区役所健康福祉部保健センターに入札参加資格の有無の再確認を求

めることができる。 

７ 入札手続等 

⑴ 入札方法 

総価で行う。なお、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額のうち、平成３１年１０

月１日の前日までに行う課税資産の譲渡等（消費税法（昭和６３年法律第１０８号）第２条第１

項第９号に規定する課税資産の譲渡等をいう。以下同じ。）に係るものとして見積もった金額に当

該金額の１００分の８に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、

その端数金額を切り捨てた金額）と、平成３１年１０月１日以後に行う課税資産の譲渡等に係る

ものとして見積もった金額に当該金額の１００分の１０に相当する額を加算した金額（当該金額

に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てた金額）を合算した金額をもって落札

価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者である

かを問わず、見積もった金額のうち、平成３１年１０月１日の前日までに行う課税資産の譲渡等

に係るものとして見積もった金額の１０８分の１００に相当する金額に、平成３１年１０月１日

以後に行う課税資産の譲渡等に係るものとして見積もった金額の１１０分の１００に相当する金

額を加算した金額を入札書に記載すること。また、入札書の提出時に、平成３１年１０月１日の

前日までの金額と平成３１年１０月１日以後の金額の内訳がわかる内訳書を入札書に添付して提

出すること。 

⑵ 入札の日時及び場所 

ア 日時 

平成３１年３月１５日（金）午前１０時００分 

イ 場所 

さいたま市浦和区常盤６－４－１８ さいたま市浦和区役所保健センター５階大会議室 

⑶ 入札保証金 

見積もった金額の１００分の５以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則（平成１３

年さいたま市規則第６６号）第９条の規定に該当する場合は、免除とする。 

⑷ 開札の日時及び場所 

ア 日時 

平成３１年３月１５日（金）入札終了後、直ちに行う。 

イ 場所 
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７⑵イに同じ 

⑸ 最低制限価格 

設定する。なお、最低制限価格を下回る入札を行った者は、再度入札に参加できない。 

⑹ 落札者の決定方法 

さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の範

囲内の価格で最低制限価格以上の価格をもって入札を行った者のうち最低の価格をもって有効な

入札を行った者を落札者とする。 

⑺ 入札の無効 

さいたま市契約規則第１３条に該当する入札は無効とする。 

⑻ 入札事務を担当する課 

さいたま市浦和区常盤６－４－１８ さいたま市浦和区役所健康福祉部保健センター 

電話 ０４８（８２４）３９７１ ＦＡＸ ０４８（８２５）７４０５ 

８ 契約手続等 

⑴ 契約保証金 

契約金額の１００分の１０以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則第３０条の規定

に該当する場合は、免除とする。 

⑵ 契約書作成の要否 

要 

９ その他 

⑴ 提出された競争入札参加申込兼資格確認申請書等は、返却しない。 

⑵ 入札参加者は、入札後、本告示、仕様書、現場等についての不明を理由として、異議を申し立

てることはできない。 

⑶ 契約条項等は、さいたま市浦和区役所健康福祉部保健センター及びホームページにおいて閲覧 

できる。

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html 

⑷ 詳細は、入札説明書による。 

さいたま市告示第２５１号

さいたま市市議会だより配布業務について、次のとおり一般競争入札を行うので、地方自治法施行

令（昭和２２年政令第１６号。以下「施行令」という。）第１６７条の６の規定に基づき公告する。 

平成３１年２月８日 

さいたま市長 清 水 勇 人

１ 競争入札に付する事項 

⑴ 件名 

さいたま市市議会だより配布業務 

⑵ 履行場所 

さいたま市全域 

⑶ 配布部数 

予定数量３，０３３，０００部（６０６，６００部×５回） 
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⑷ 業務概要 

仕様書のとおり 

⑸ 履行期間 

平成３１年４月１日から平成３２年３月３１日まで 

２ 競争入札参加資格に関する事項 

本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。 

⑴ 本入札の告示日において、平成２９・３０年度さいたま市競争入札参加資格者名簿(業務委託)

（以下「名簿」という。）に業務「運送・運行」の受注希望業務「市報等配送・配付」で登載され、

本市内に本社又は支社、営業所等の拠点を有し、かつ、引き続き同業務で平成３１・３２年度さ

いたま市競争入札参加資格審査の申請をしている者であること。 

⑵ 次のいずれにも該当しない者であること。 

ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第３２条第１項各号に掲げる者 

イ 施行令第１６７条の４第２項の規定により、さいたま市の一般競争入札に参加させないこと

とされた者 

⑶ 本入札の告示日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要

綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から

の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け

ている期間がない者であること。 

⑷ 年度４回以上発行する印刷物を、その行政区域の全世帯（世帯数１２万世帯以上）に配布する

旨の契約を締結し、履行した実績を有する者であること。 

３ 入札説明書等の交付 

  本入札に参加を希望する者に対し、入札説明書及び仕様書等を交付するものとする。 

⑴ 交付方法 

  さいたま市議会ホームページからダウンロード 

https://www.city.saitama.jp/gikai/005/keiyaku/index.html 

⑵ 交付期間 

本入札の告示日から平成３１年２月２２日（金）まで 

⑶ 交付費用 

   無償 

４ 競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出 

本入札に参加を希望する者は、入札参加申込及び入札参加資格の確認審査（以下「確認審査」と

いう。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であっても、入札期日において確

認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。 

⑴ 提出書類 

ア 競争入札参加申込兼資格確認申請書 

イ 入札説明書に定める書類 

⑵ 受付期間 
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 本入札の告示日から平成３１年２月２６日（火）まで（さいたま市の休日を定める条例（平成

１３年さいたま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日を除く午前９時から午後４時まで） 

⑶ 受付場所 

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市議会局総務部秘書課 

担当 広報係 電話 ０４８（８２９）１７４８ 

⑷ 提出方法 

持参 

５ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付 

確認審査終了後、競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。 

⑴ 交付場所 

４⑶に同じ 

⑵ 交付日時 

平成３１年２月２８日（木）午前９時から午後４時まで 

⑶ その他 

郵送希望者については、４の書類提出時において返信用封筒に８２円切手を貼付し、申し出た

場合のみ受け付けるものとする。 

６ 競争入札参加資格の有無の再確認 

入札参加資格がない旨の確認通知を受けた者は、平成３１年３月４日（月）午後４時までに、さ

いたま市議会局総務部秘書課に入札参加資格の有無の再確認を求めることができる。 

７ 入札方法等 

⑴ 入札方法 

単価で行う。入札金額は、配布件数１件当たりに要する金額を入札書に記載することとし、当

該金額（単価）は、１円未満について、小数点以下第２位までとする。なお、落札決定に当たっ

ては、入札書に記載された金額をもって落札価格とし、消費税及び地方消費税については別途契

約書において定めるため、入札者は、単価（税抜）を入札書に記載すること。 

⑵ 入札の日時及び場所 

ア 日時 

平成３１年３月１２日（火）午前１０時００分 

イ 場所 

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市役所議会棟３階第１委員会室 

⑶ 入札保証金 

見積もった金額（単価）に予定数量を乗じた額の１００分の５以上を納付すること。ただし、

さいたま市契約規則（平成１３年さいたま市規則第６６号）第９条の規定に該当する場合は、免

除とする。 

⑷ 開札の日時及び場所 

ア 日時 

平成３１年３月１２日（火）入札終了後、直ちに行う。 

イ 場所 

７⑵イに同じ 
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⑸ 入札参加資格者の確認 

ア 入札参加資格がある旨の確認通知を持参すること。 

イ 入札参加資格がある旨の通知を受けた者であっても、入札時点において参加資格がない者は、

入札に参加できない。 

⑹ 提出書類 

代理人により入札する場合は、委任状を提出すること。 

⑺ 入札回数等 

ア  再度入札は、１回までとする。 

イ 初度入札に参加しない者は、再度入札に参加することができない。 

⑻ 入札の辞退 

入札参加資格がある旨の通知を受け取った後であっても、入札を辞退することができる。 

⑼ 独占禁止法関係法令の遵守 

入札に当たっては、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和２２年法律第５４

号）等に違反する行為を行ってはならない。 

⑽ その他 

ア 本入札の日時に遅刻した者は、入札に参加できない。 

イ 一度提出した入札書の書き換え、引き換え又は撤回することはできない。  

８ 最低制限価格 

設定する。なお、初度入札において最低制限価格未満の入札をした者は、再度入札に参加できな

い。 

９ 落札者の決定方法 

さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の範囲

内で最低制限価格以上の最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。なお、落札と

すべき同額の入札をした者が２者以上いるときは、直ちに、当該入札参加者にくじを引かせ、落札

者を決定する。この場合、当該入札参加者は、くじを辞退することはできない。 

１０ 入札の無効 

さいたま市契約規則第１３条に該当する入札は無効とする。 

１１ 入札事務を担当する課 

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市議会局総務部総務課 

電話 ０４８（８２９）１７４７ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９８４ 

１２ 業務を担当する課 

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市議会局総務部秘書課 

電話 ０４８（８２９）１７４８ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９８４ 

１３ 契約手続等 

⑴ 契約保証金 

契約金額（単価）に予定数量を乗じた額の１００分の１０以上を納付すること。ただし、さい

たま市契約規則第３０条の規定に該当する場合は、免除とする。 

⑵ 契約書作成の要否 

要  
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⑶ 議決の要否 

否 

１４ 特記事項 

本入札に係る契約の効果は、平成３１年度予算の成立を要件とする。 

１５ その他 

⑴ 契約条項等は、さいたま市議会局総務部秘書課及びホームページにおいて閲覧できる。 

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html

⑵ 詳細は、入札説明書による。 

さいたま市告示第２３９号 

さいたま市議会公用車運転業務について、次のとおり一般競争入札を行うので、地方自治法施行令

（昭和２２年政令第１６号。以下「施行令」という。）第１６７条の６の規定に基づき公告する。 

平成３１年２月８日 

さいたま市長 清 水 勇 人 

１ 競争入札に付する事項 

⑴ 件名 

さいたま市議会公用車運転業務 

⑵ 履行場所 

さいたま市浦和区常盤６－４－４外 

⑶ 業務概要 

さいたま市の議長車、副議長車及びその他の議会公用車の運転業務 

⑷ 履行期間 

平成３１年４月１日から平成３２年３月３１日まで 

２ 競争入札参加資格に関する事項 

本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。 

⑴ 本入札の告示日において、平成２９・３０年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（業務委託）

（以下「名簿」という。）に業務「運送・運行」の受注希望業務「観光バス運行」、「送迎バス運行」

又は「その他の運送・運行」で登載され、本市内に本店又は支社、営業所等の拠点を有し、かつ、

引き続き同業務で平成３１・３２年度さいたま市競争入札参加資格審査の申請をしている者であ

ること。 

⑵ 次のいずれにも該当しない者であること。 

ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第３２条第１項各号に掲げる者。 

イ 施行令第１６７条の４第２項の規定により、さいたま市の一般競争入札に参加させないこと

とされた者 

⑶ 本入札の告示日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要

綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から

の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け



71 

ている期間がない者であること。 

⑷ 過去３年以内に、国若しくは地方公共団体の特別職用公用車又は民間企業等の役員車で運行管

理業務を履行した実績を有する者であること。 

３ 入札説明書等の交付 

本入札に参加を希望する者に対し、入札説明書及び仕様書等を交付するものとする。 

⑴ 交付方法 

さいたま市市議会ホームページからダウンロード 

https://www.city.saitama.jp/gikai/005/keiyaku/index.html 

⑵ 交付期間 

本入札の告示日から平成３１年２月２２日（金）まで 

⑶ 交付費用 

無償 

４ 競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出 

本入札に参加を希望する者は、入札参加申込及び入札参加資格の確認審査（以下「確認審査」と

いう。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であっても、入札期日において確

認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。 

⑴ 提出書類 

ア 競争入札参加申込兼資格確認申請書 

イ 入札説明書において定める書類 

⑵ 受付期間 

本入札の告示日から平成３１年２月２６日（火）まで（さいたま市の休日を定める条例（平成

１３年さいたま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日を除く午前９時から午後４時まで） 

 ⑶ 受付場所 

   さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市議会局総務部秘書課 

   担当 秘書係 電話 ０４８（８２９）１７４８ 

 ⑷ 提出方法 

   持参 

５ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付 

確認審査終了後、競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。 

⑴ 交付場所 

４⑶に同じ 

⑵ 交付日時 

平成３１年２月２８日（木）午前９時から午後４時まで 

⑶ その他 

郵送希望者については、４の書類提出時において返信用封筒に８２円切手を貼付し、申し出た

場合のみ受け付けるものとする。 

６ 入札参加資格の有無の再確認 

入札参加資格がない旨の確認通知を受けた者は、平成３１年３月４日（月）午後４時までに、議

会局総務部秘書課に入札参加資格の有無の再確認を求めることができる。 
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７ 入札方法等 

⑴ 入札方法 

総価で行う。なお、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分の

８に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り

捨てるものとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税

事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった金額の１０８分の１００に相当する金

額を入札書に記載すること。 

⑵ 入札の日時及び場所 

ア 日時 

平成３１年３月１２日（火）午前１０時１５分 

イ 場所 

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市役所議会棟３階第１委員会室 

⑶ 入札保証金 

見積もった金額の１００分の５以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則（平成１３

年さいたま市規則第６６号）第９条の規定に該当する場合は、免除とする。 

⑷ 開札の日時及び場所 

ア 日時 

平成３１年３月１２日（火）入札終了後、直ちに行う。 

イ 場所 

７⑵イに同じ 

⑸ 入札参加資格者の確認 

ア 入札参加資格がある旨の確認通知を持参すること。 

イ 入札参加資格がある旨の通知を受けた者であっても、入札時点において参加資格がない者は

入札に参加できない。 

⑹ 提出書類 

代理人により入札する場合は、委任状を提出すること。 

⑺ 入札回数等 

ア 再度入札は、１回までとする。 

イ 初度入札に参加しない者は、再度入札に参加することができない。 

⑻ 入札の辞退 

入札参加資格がある旨の通知を受け取った後であっても、入札を辞退することができる。 

⑼ 独占禁止法関係法令の遵守 

入札に当たっては、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和２２年法律第５４

号）等に違反する行為を行ってはならない。 

⑽ その他 

ア 本入札の日時に遅刻した者は、入札に参加できない。 

イ 一度提出した入札書の書き換え、引き換え又は撤回をすることはできない。 

８ 最低制限価格 

設定する。なお、初度入札において最低制限価格未満の入札をした者は、再度入札に参加できな
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い。 

９ 落札者の決定方法 

さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の範囲

内で最低制限価格以上の最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。なお、落札と

すべき同額の入札をした者が２者以上いるときは、直ちに、当該入札参加者にくじを引かせ、落札

者を決定する。この場合、当該入札参加者は、くじを辞退することはできない。 

１０ 入札の無効 

さいたま市契約規則第１３条に該当する入札は無効とする。 

１１ 入札事務を担当する課 

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市役所議会局総務部総務課 

電話 ０４８（８２９）１７４７ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９８４ 

１２ 業務を担当する課 

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市役所議会局総務部秘書課 

電話 ０４８（８２９）１７４８ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９８４ 

１３ 契約手続等 

⑴ 契約保証金 

契約金額の１００分の１０以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則第３０条の規定

に該当する場合は、免除とする。 

⑵ 契約書作成の要否 

要 

１４ 支払条件 

暦月を単位として、請求に応じて支払うものとする。なお、詳細については落札者決定後、協

議を行う。 

１５ 特記事項 

この入札に係る契約の効果は、平成３１年度予算の成立を要件とする。 

１６ その他 

⑴ 提出された競争入札参加申込兼資格確認申請書等は、返却しない。 

⑵ 入札参加者は、入札後、本告示、仕様書、現場等についての不明を理由として、異議を申し立

てることはできない。 

⑶ 契約条項等は、さいたま市議会局総務部秘書課及びホームページにおいて閲覧できる。 

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html 

⑷ 詳細は、入札説明書による。 

さいたま市告示第２３８号 

さいたま市政務活動費の使途に関する調査業務について、次のとおり一般競争入札を行うので、地

方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「施行令」という。）第１６７条の６の規定に基づき

公告する。 

平成３１年２月８日 

さいたま市長 清 水 勇 人 
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１ 競争入札に付する事項 

⑴ 件名 

さいたま市政務活動費の使途に関する調査業務 

⑵ 履行場所 

さいたま市浦和区常盤６－４－４ 

⑶ 業務概要 

仕様書のとおり 

⑷ 履行期間 

平成３１年４月１日から平成３２年３月３１日まで 

２ 競争入札参加資格に関する事項 

本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。 

⑴ 本入札の告示日において、平成２９・３０年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（業務委託）

（以下「名簿」という。）に業務「検査・測定・調査」の受注希望業務「その他の検査・測定・調

査」又は業務「その他」の受注希望業務「法律事務等」で登載され、本市内に本店又は支社、営

業所等の拠点を有し、かつ、引き続き同業務で平成３１・３２年度さいたま市競争入札参加資格

審査の申請をしている者であること。 

⑵ 次のいずれにも該当しない者であること。 

ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第３２条第１項各号に掲げる者 

イ 施行令第１６７条の４第２項の規定により、さいたま市の一般競争入札に参加させないこと

とされた者 

⑶ 本入札の告示日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要

綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から

の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け

ている期間がない者であること。 

⑷ 過去３年以内に、地方公共団体の政務活動費の調査業務を履行した実績を有する者であること。 

⑸ 公認会計士をもって業務を遂行できる者であること。 

３ 入札説明書等の交付 

本入札に参加を希望する者に対し、入札説明書等を交付するものとする。 

⑴ 交付場所 

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市議会局総務部総務課 

担当 三橋 電話 ０４８（８２９）１７４７ 

⑵ 交付期間 

本入札の告示日から平成３１年３月１日（金）まで（さいたま市の休日を定める条例（平成１

３年さいたま市条例第２条）第１条第１項に規定する休日を除く午前９時から午後４時まで） 

⑶ 交付費用 

無償 

４ 競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出 
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本入札に参加を希望する者は、入札参加申込及び入札参加資格の確認審査（以下「確認審査」と

いう。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であっても、入札期日において確

認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。 

⑴ 提出書類 

ア 競争入札参加申込兼資格確認申請書 

イ 入札説明書に定める書類 

⑵ 受付期間 

３⑵に同じ 

⑶ 受付場所 

３⑴に同じ 

⑷ 提出方法 

持参 

５ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付 

確認審査終了後、競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。 

ア 交付場所 

３⑴に同じ 

イ 交付日時 

平成３１年３月６日（水）及び平成３１年３月７日（木）午前９時から午後４時まで 

６ 入札参加資格の有無の再確認 

入札参加資格がない旨の確認通知を受けた者は、平成３１年３月７日（木）午後４時までに、議

会局総務部総務課に入札参加資格の有無の再確認を求めることができる。 

７ 入札方法等 

⑴ 入札方法 

総価で行う。なお、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分の

８に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り

捨てるものとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税

事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった金額の１０８分の１００に相当する金

額を入札書に記載すること。 

⑵ 入札の日時及び場所 

ア 日時 

平成３１年３月１２日（火）午前１０時３０分 

イ 場所 

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市役所議会棟３階第１委員会室 

⑶ 入札保証金 

見積もった金額の１００分の５以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則（平成１３

年さいたま市規則第６６号）第９条の規定に該当する場合は、免除とする。 

⑷ 開札の日時及び場所 

ア 日時 

平成３１年３月１２日（火）入札終了後、直ちに行う。 
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イ 場所 

７⑵イに同じ 

⑸ 入札参加資格者の確認 

ア 入札参加資格がある旨の確認通知を持参すること。 

イ 入札参加資格がある旨の通知を受けた者であっても、入札時点において参加資格がない者は、

入札に参加できない。 

⑹ 提出書類 

代理人により入札する場合は、委任状を提出すること。 

⑺ 入札回数等 

ア 再度入札は、１回までとする。 

イ 初度入札に参加しない者は、再度入札に参加することができない。 

⑻ 入札の辞退 

入札参加資格がある旨の通知を受け取った後であっても、入札を辞退することができる。 

⑼ 独占禁止法関係法令の遵守 

入札に当たっては、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和２２年法律第５４

号）等に違反する行為を行ってはならない。 

⑽ その他 

ア 本入札の日時に遅刻した者は、入札に参加できない。 

イ 一度提出した入札書の書き換え、引き換え又は撤回をすることはできない。 

８ 最低制限価格 

設定する。なお、初度入札において最低制限価格未満の入札をした者は、再度入札に参加できな

い。 

９ 落札者の決定方法 

さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の範囲

内で最低制限価格以上の最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。なお、落札と

すべき同額の入札をした者が２者以上いるときは、直ちに、当該入札参加者にくじを引かせ、落札

者を決定する。この場合入札参加者はくじを辞退することはできない。 

１０ 入札の無効 

次のいずれかに該当する入札は無効とする。 

⑴ 入札者の押印のない入札書による入札 

⑵ 記載事項（金額を除く。）を訂正した場合においては、その箇所に押印のない入札書による入札 

⑶ 押印された印影が明らかでない入札書による入札 

⑷ 入札参加資格のない者がした入札 

⑸ 記載すべき事項の記入のない入札書又は記入した事項が明らかでない入札書による入札 

⑹ 代理人で委任状を提出しない者がした入札 

⑺ 他人の代理を兼ねた者がした入札 

⑻ ２通以上の入札書を提出した者がした入札又は２以上の者の代理をした者がした入札 

⑼ 郵便、電報、電話及びファクシミリによる入札 

⑽ 明らかに連合によると認められる入札 
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⑾ 金額を訂正した入札書による入札 

⑿ 虚偽の競争入札参加申込兼資格確認申請書を提出した者がした入札 

１１ 入札事務を担当する課 

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市役所議会局総務部総務課 

電話 ０４８（８２９）１７４７ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９８４ 

１２ 契約手続等 

⑴ 契約保証金 

契約金額の１００分の１０以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則第３０条の規定

に該当する場合は、免除とする。 

⑵ 契約書作成の要否 

要 

１３ 支払条件 

業務完了後、請求に応じて全額支払うものとする。なお、詳細については落札者決定後、協議

を行う。 

１４ 特記事項 

この入札に係る契約の効果は、平成３１年度予算の成立を要件とする。 

１５ その他 

⑴ 提出された競争入札参加申込兼資格確認申請書等は、返却しない。 

⑵ 入札参加者は、入札後、本告示、仕様書、現場等についての不明を理由として、異議を申し立

てることはできない。 

⑶ 契約条項等は、さいたま市議会局総務部総務課及びホームページにおいて閲覧できる。 

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html

⑷ 詳細は、入札説明書による。 

さいたま市告示第２５７号 

美園南中学校生徒バス送迎業務について、次のとおり一般競争入札を行うので、地方自治法施行令

（昭和２２年政令第１６号。以下「施行令」という。）第１６７条の６の規定に基づき公告する。

平成３１年２月１２日

さいたま市長 清 水 勇 人

１ 競争入札に付する事項

⑴ 件名

美園南中学校生徒バス送迎業務

⑵ 履行場所

さいたま市緑区美園５－３３外

⑶ 業務概要

仕様書のとおり

⑷ 履行期間

契約締結の日から平成３１年７月３１日まで

２ 競争入札参加資格に関する事項
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本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。

⑴ 本入札の告示日において、平成２９・３０年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（業務委託）

（以下「名簿」という。）に業務「運送・運行」の受注希望業務「送迎バス運行」で登載され、引

き続き同業務で平成３１・３２年度さいたま市競争入札参加資格審査の申請をしている者である

こと。 

⑵ 次のいずれにも該当しない者であること。

ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第３２条第１項各号に掲げる者

イ 施行令第１６７条の４第２項の規定により、さいたま市の一般競争入札に参加させないこと

とされた者

⑶ 本入札の告示日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要

綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から

の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け

ている期間がない者であること。 

３ 入札説明書等の交付

本入札に参加を希望する者に対し、入札説明書等を交付するものとする。

⑴ 交付場所

ア さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市教育委員会事務局学校教育部指導１課 

担当 中学校教育係 電話 ０４８（８２９）１６６１ 

  イ さいたま市ホームページからダウンロード 

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/006/003/p063643.html

⑵ 交付期間

告示の日から平成３１年３月１日（金）まで（３⑴アにおいては、さいたま市の休日を定める

条例（平成１３年さいたま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日を除く午前８時３０分か

ら午後５時１５分まで）

⑶ 交付費用

無償

４ 仕様書の貸出

  さいたま市ホームページから、業務委託仕様書貸出申請書をダウンロードし、必要事項を記載の

上、次により提出するものとする。

 ⑴ 受付期間

   ３⑵に同じ

 ⑵ 受付場所

   ３⑴アに同じ

５ 競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出

本入札に参加を希望する者は、入札参加申込及び入札参加資格の確認審査（以下「確認審査」と

いう。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であっても、入札期日において確

認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。
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⑴ 提出書類

ア 競争入札参加申込兼資格確認申請書

イ 入札説明書に定める書類

⑵ 受付期間

  告示の日から平成３１年３月１日（金）まで（５⑷アにおいては、休日を除く午前８時３０分

から午後５時１５分まで）

⑶ 受付場所

３⑴アに同じ

⑷ 提出方法

ア 持参

イ 電子メール

  電子メールアドレス kyoiku-shido1@city.saitama.lg.jp

６ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付

確認審査終了後、競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。

⑴ 交付場所

３⑴アに同じ

⑵ 交付日時

平成３１年３月８日（金）午前９時から午後５時まで 

⑶ その他

郵送希望者については、４の書類提出時において返信用封筒に９２円切手を貼付し、申し出た

場合のみ受け付けるものとする。

７ 入札手続等

⑴ 入札方法

単価で行う。入札金額は、バス１台１往復の運行に要する額を記入すること。なお、落札決定

に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分の８に相当する額を加算した金額

（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるものとする。）をもって落

札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であ

るかを問わず、見積もった金額の１０８分の１００に相当する金額を入札書に記載すること。

 ⑵ 入札参加資格の確認

  ア 入札参加資格がある旨の確認通知を持参すること。

  イ 入札参加資格がある旨の通知を受けた者であっても、入札時点において参加資格がない者は、

入札に参加できない。

 ⑶ 提出書類 

   代理人により入札する場合は、委任状を提出すること。 

 ⑷ 入札回数等 

  ア 再度入札は、１回までとする。 

  イ 初度入札に参加しない者は、再度入札に参加することができない。 

 ⑸ 入札の辞退 

   入札参加資格がある旨の通知を受け取った後であっても、入札を辞退することができる。 
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 ⑹ 独占禁止法関係法令の遵守 

   入札に当たっては、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和２２年法律第５４

号）等に違反する行為を行ってはならない。 

 ⑺ その他

  ア 本入札の日時に遅刻した者は、入札に参加できない。

  イ 一度提出した入札書の書き換え、引き換え又は撤回することはできない。

 ⑻ 入札の日時及び場所

ア 日時

平成３１年３月１３日（水）午前１１時４５分

イ 場所

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市役所西会議棟１階第１入札室

 ⑼ 入札保証金

見積もった金額（単価）にバスの予定運行本数を乗じた額の１００分の５以上を納付すること。

ただし、さいたま市契約規則（平成１３年さいたま市規則第６６号）第９条の規定に該当する場

合は、免除とする。

⑽ 開札の日時及び場所

ア 日時

平成３１年３月１３日（水）入札終了後、直ちに行う。

イ 場所

７⑻イに同じ

⑾ 落札者の決定方法

さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の範

囲内で最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。なお、入札価格が同値の場合

は、当該者のくじ引きによって落札者を決める。この場合において、当該入札参加者等は、くじ

を引くことを辞退することができない。

⑿ 入札の無効

さいたま市契約規則第１３条に該当する入札は無効とする。 

⒀ 入札事務を担当する課

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市教育委員会事務局学校教育部学事課

電話 ０４８（８２９）１６４６ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９８９

⒁ 業務を担当する課

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市教育委員会事務局学校教育部指導１課

電話 ０４８（８２９）１６６１ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９８９

８ 契約手続等

 ⑴ 契約保証金

   契約金額（支払限度額）の１００分の１０以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則

第３０条の規定に該当する場合は、免除とする。

 ⑵ 契約書作成の要否

   要
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 ⑶ 議決の要否

   否

９ その他

⑴ この契約において使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨に限る。

⑵ 契約条項等は、さいたま市教育委員会事務局学校教育部指導１課及びホームページにおいて閲

覧できる。

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html

⑶ 入札参加者は、入札後、本告示、仕様書等についての不明を理由として、異議を申し立てるこ

とはできない。

⑷ 詳細は、入札説明書による。

○公募型プロポーザル方式の手続の開始 

さいたま市告示第２４３号

平成３１年度に実施するさいたま市岩槻人形博物館カフェ設置・運営事業について、応募に必要な事項

を定めたので、次のとおり企画提案書の提出を招請する。

平成３１年２月８日

さいたま市長 清 水 勇 人

１ 応募に付する事項

⑴ 件名

さいたま市岩槻人形博物館カフェ設置・運営事業

⑵ 履行場所

さいたま市岩槻区本町６－１－１

⑶ 概要 

さいたま市岩槻人形博物館の建物（カフェの区画）をさいたま市との賃貸借契約により使用し、

来館者がゆっくりとくつろいで施設が利用できるよう、テイクアウト方式により軽食・ドリンク

等を提供するカフェを設置・運営する事業者を選定する。 

⑷ 履行期間 

事業者の提案による（基本５年間）

２ 応募の参加要件

⑴ カフェを継続して適切に運営する能力を有する者

⑵ 博物館にふさわしい良質な商品・サービスを提供する資力、能力を有する者

⑶ 博物館事業に賛同する意欲のある者

⑷ 安定的・継続的な店舗運営が可能な者

⑸ 災害発生時において博物館の対応に協力できる者

⑹ その他さいたま市の施策、事務事業に協力できる者

⑺ 次の各号のいずれにも該当しない者

ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７
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７号）第３２条第１項各号に掲げる者 

イ 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第２項の規定により、さいた

ま市の一般競争入札に参加させないこととされた者

  ウ 直近２年間において、法人税（個人事業者にあっては所得税）及び法人市民税（さいたま市

内に本店、支店、事業所等を有する場合）を未納及び滞納している者

  エ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第３条及び第４条に規定する指定を受けた

指定暴力団等に該当する者

  オ 無差別大量殺人行為を行った団体の規制に関する法律（平成１１年法律第１４７号）に基づ

く処分の対象となっている団体及びその構成員である者

  カ 公共の安全及び福祉を脅かすおそれのある団体に該当する者

キ 本入札の告示日から企画提案書提出期限までの間、さいたま市建設工事等請負業者入札参加

停止要綱（平成１３年さいたま市制定）若しくはさいたま市物品納入等及び委託業務業者入札

参加停止要綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結

する契約からの暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除

外の措置を受けている者

３ 募集要項の配布

 ⑴ 配布場所

   ア さいたま市大宮区大門町３－１ さいたま市スポーツ文化局岩槻人形博物館開設準備室  

担当 小松、清水 電話 ０４８（６４６）３１３３

イ さいたま市ホームページからダウンロード

https://cms.city.saitama.jp/temp/s0012215/6/p063131.html 

 ⑵ 配布期間

   平成３１年２月１５日（金）から平成３１年３月７日（木）まで（３⑴アにおいては、さいた

ま市の休日を定める条例（平成１３年さいたま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日（以

下「休日」という。）を除く午前９時から午後５時まで）

４ 申込方法等

⑴ 提出書類

ア 企画提案書

イ 募集要項に定める書類（各１部）

⑵ 受付期間

平成３１年２月１５日（金）から平成３１年３月８日（金）まで（休日を除く午前９時から午

後５時まで）

⑶ 受付場所

３⑴アに同じ

⑷ 提出方法

持参

５ 事業者の選定方法

事業者の選定については、審査選定委員会を設置・審査し選定する。 

６ その他
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詳細は、募集要項による。

さいたま市告示第２４４号

平成３１年度に実施するさいたま市岩槻人形博物館ミュージアムショップ設置・運営事業について、応

募に必要な事項を定めたので、次のとおり企画提案書の提出を招請する。

平成３１年２月８日

さいたま市長 清 水 勇 人

１ 応募に付する事項

⑴ 件名 

さいたま市岩槻人形博物館ミュージアムショップ設置・運営事業

⑵ 履行場所 

さいたま市岩槻区本町６－１－１

⑶ 概要  

さいたま市岩槻人形博物館の建物（ミュージアムショップの区画）をさいたま市との賃貸借契

約により使用し、来館の記念・思い出となる人形関連の小物や施設のオリジナルの商品などを販

売するミュージアムショップを設置・運営する事業者を選定する。 

⑷ 履行期間 事業者の提案による（基本５年間）

２ 応募の参加要件

⑴ 過去５年以内に、同規模のミュージアムショップを２年以上継続して運営し、適切に履行した

実績を有する者

⑵ 博物館にふさわしい良質な商品・サービスを提供する資力、能力を有する者

⑶ 博物館事業に賛同する意欲のある者

⑷ 安定的・継続的な店舗運営が可能な者

⑸ 災害発生時において博物館の対応に協力できる者

⑹ その他さいたま市の施策、事務事業に協力できる者

⑺ 次の各号のいずれにも該当しない者

ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第３２条第１項各号に掲げる者 

イ 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第２項の規定により、さいた

ま市の一般競争入札に参加させないこととされた者

  ウ 直近２年間において、法人税（個人事業者にあっては所得税）及び法人市民税（さいたま市

内に本店、支店、事業所等を有する場合）を未納及び滞納している者

  エ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第３条及び第４条に規定する指定を受けた

指定暴力団等に該当する者

  オ 無差別大量殺人行為を行った団体の規制に関する法律（平成１１年法律第１４７号）に基づ

く処分の対象となっている団体及びその構成員である者

  カ 公共の安全及び福祉を脅かすおそれのある団体に該当する者

キ 本入札の告示日から企画提案書提出期限までの間、さいたま市建設工事等請負業者入札参加
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停止要綱（平成１３年さいたま市制定）若しくはさいたま市物品納入等及び委託業務業者入札

参加停止要綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結

する契約からの暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除

外の措置を受けている者

３ 募集要項の配布

 ⑴ 配布場所 

ア さいたま市大宮区大門町３－１ スポーツ文化局岩槻人形博物館開設準備室  

担当 小松、清水 電話 ０４８（６４６）３１３３

イ さいたま市ホームページからダウンロード

https://cms.city.saitama.jp/temp/s0012215/6/p063131.html 

 ⑵ 配布期間

   平成３１年２月１５日（金）から平成３１年３月７日（木）まで（３⑴アにおいては、さいた

ま市の休日を定める条例（平成１３年さいたま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日（以

下「休日」という。）を除く午前９時から午後５時まで）

４ 申込方法等

⑴ 提出書類 

ア 企画提案書

イ 募集要項に定める書類（各１部）

⑵ 受付期間 

平成３１年２月１５日（金）から平成３１年３月８日（金）まで（休日を除く午前９時から午

後５時まで）

⑶ 受付場所 

３⑴アに同じ

⑷ 提出方法 

持参

５ 事業者の選定方法

事業者の選定については、審査選定委員会を設置・審査し選定する。 

６ その他

詳細は、募集要項による。


